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Effects of groundwater level on amplification of 
ground motion and liquefaction potential in urban area 
 
NAKAMUKAE, Makoto 
 
Abstract 
Pumping-up of groundwater has been regulated for prevention of ground subsidence at 
many cities on alluvial plains in Japan. Because of this regulation, the groundwater level has 
been rising in many plains in Japan. The damage caused by the ground motion amplification 
and liquefaction during strong ground motion tends to be stronger in case of shallow 
groundwater level because shallow groundwater level reduces the shear strength and stiffness 
of ground. Therefore, it is important to estimate the relationship between the groundwater 
level and ground motion amplification characteristics. 
The purpose of this study is to evaluate the effects of groundwater level on ground 
motion amplification and liquefaction potential of subsoil during strong ground motion. 
Earthquake response analysis and calculation of PL-Value, as indicator of liquefaction 
potential, were conducted to evaluate these effects. 
This study targets Osaka Plain, southwest Japan, where the uplift of groundwater level is 
clearly recognized. The damage caused by interplate and intraplate earthquakes are of great 
concern in at Osaka Plain. This study used scenarios of earthquakes generated at 
Nankai-Trough and Uemachi-fault, and the predicted ground motions ground motion were 
used as input motion. 
A subsurface model with mesh size of around 1 km×1 km has been generated and the 
earthquake response analysis and PL-Value calculation were performed on each mesh location. 
The subsurface model includes the effects of groundwater level-change represented by 
stiffness increase caused by decrease of pore pressure. Moreover, negative pore pressure 
 
II 
generated by suction in unsaturated subsoil above the groundwater level was also considered 
in the subsurface model. 
As the result of earthquake response analysis, maximum acceleration in horizontal 
component, spectral intensity and seismic intensity in horizontal component were calculated. 
In general, the amplifications of ground motions are suppressed by the groundwater-drop.  
The calculated PL-values are directly proportional to the depth of groundwater level. 
Moreover, it is clear that the change of maximum acceleration with groundwater level change 
needs to be considered in calculating PL-values. 
To estimate the general trend of the results, the values of the maximum acceleration, the 
spectral intensity and PL-values were compared in case of various groundwater levels. This 
comparison shows that the reduction ratios of maximum acceleration and spectral intensity 
have linear relationships with the groundwater level on a logarithmic scale chart. The trend is 
similar for reduction of PL-values.  
The groundwater level is an important factor for the ground motion amplification and 
liquefaction potentials. Therefore, to mitigate the earthquake hazard, the groundwater level 
needs to be controlled appropriately, based on the dominant frequency of input motion and 
the subsoil structure. 
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図8-2-5  地下水位が深度0 m の場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度1 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 
図8-2-6  地下水位が深度0 m の場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度2 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 
図8-2-7  地下水位が深度0 m の場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度3 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 
図8-2-8  地下水位が深度0 m の場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布（地下水位が深度5 mの場合．最大加速度は加速度波形の水平2成分
を合成したものの最大値） 
図8-2-9  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による最大加速度の減少率
の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線 
図8-2-10 地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の減少率の
平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線 
図8-3-1  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変
化率（Ratio）の分布（地下水位が深度1 m の場合．上段：東西成分，下段：南北成
分） 
図8-3-2  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変
化率（Ratio）の分布（地下水位が深度2 m の場合．上段：東西成分，下段：南北成
分） 
図8-3-3  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変
化率（Ratio）の分布（地下水位が深度3 m の場合．上段：東西成分，下段：南北成
分） 
図8-3-4  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変
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化率（Ratio）の分布（地下水位が深度5 m の場合．上段：東西成分，下段：南北成
分） 
図8-3-5  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度1 mの場合．上段：東西成分，下段：南北成分） 
図8-3-6  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度2 mの場合．上段：東西成分，下段：南北成分） 
図8-3-7  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度3 mの場合．上段：東西成分，下段：南北成分） 
図8-3-8  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度5 mの場合．上段：東西成分，下段：南北成分） 
図8-3-9  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の減
少率の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線（東西成分） 
図8-3-10 地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の減
少率の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線（南北成分） 
図8-3-11 地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の減少
率の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線（東西成分） 
図8-3-12 地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の減少
率の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線（南北成分） 
図8-5-1  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度1 mの場合） 
図8-5-2  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度2 mの場合） 
図8-5-3  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度3 mの場合） 
図8-5-4  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度5 mの場合） 
図8-5-5  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度1 mの場合） 
図8-5-6  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度2 mの場合） 
図8-5-7  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度3 mの場合） 
図8-5-8  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定上町断層地震による PL値の変化量（ΔPL）
（地下水位が深度5 mの場合） 
図8-5-9  地下水位が深度0 mの場合に対する，想定連動型南海地震ならびに想定上町断層地震
による地盤液状化指数 PL値の減少量の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する
回帰直線 
図8-5-10 想定連動型南海地震に対する地下水位が深度0 m の場合の最大加速度を用いて算出
したPL値と各地下水位の場合の最大加速度を用いて算出したPL値との差の頻度分布 
図8-5-11 想定上町断層地震に対する地下水位が深度0 m の場合の最大加速度を用いて算出し
た PL値と各地下水位の場合の最大加速度を用いて算出した PL値との差の頻度分布 
図8-6-1  地震動が増幅した地点における地下水位が深度0 mと深度5 mの場合での加速度スペ
クトル分布（左）と地盤増幅率（右）の比較 
図9-1    地下水位の基準を地下2 mとした場合の，各地下水位での最大加速度の変化率．上図
が想定連動型南海地震，下図が想定上町断層地震の場合 
図9-2    地下水位の基準を地下2 mとした場合の，想定連動型南海地震による各地下水位での
スペクトル強度の変化率．上図が東西成分，下図が南北成分 
図9-3    地下水位の基準を地下2 mとした場合の，想定上町断層地震による各地下水位でのス
ペクトル強度の変化率．上図が東西成分，下図が南北成分 
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図9-4    地下水位が深度2 mの場合に対する，想定連動型南海地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布 
図9-5    地下水位が深度2 m の場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率
（Ratio）の分布 
図9-6    地下水位が深度2 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変
化率（Ratio）の分布（地下水位が深度0 mの場合） 
図9-7    地下水位が深度2 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変
化率（Ratio）の分布（地下水位が深度5 mの場合） 
図9-8    地下水位が深度2 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度0 mの場合） 
図9-9    地下水位が深度2 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化
率（Ratio）の分布（地下水位が深度5 mの場合） 
図9-10   地下水位が深度2 mから深度0 mまで上昇した場合における，想定連動型南海地震お
よび想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布 
図9-11   地下水位が深度2 mから深度1 mまで上昇した場合における，想定連動型南海地震お
よび想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布 
図9-12   地下水位が深度2 mから深度3 mまで低下した場合における，想定連動型南海地震お
よび想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布 
図9-13   地下水位が深度2 mから深度5 mまで低下した場合における，想定連動型南海地震お
よび想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布 
図9-14   地下水位が深度2 mから深度5 mまで低下した場合における，想定連動型南海地震お
よび想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布と深度
2 mに維持すべきメッシュの分布 
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１ はじめに 
日本では，日本列島ならびにその周辺に大陸プレートと海洋プレートとの境界が複数存在する
とともに，内陸にも数多くの活断層が存在しているため地震が多い．1995 年から 2005 年までの
期間においても，平成 7年（1995年）兵庫県南部地震（MJMA7.3），平成 12年（2000年）鳥取県
西部地震（MJMA 7.3），平成 15年（2003年）十勝沖地震（MJMA 8.0）など MJMA7以上の地震が複
数回発生している．このうち，平成 7年（1995年）兵庫県南部地震は，人口密集域を含む都市域
直下に存在する活断層が起震断層であったことが判明しており，被害は，死者 6434名，全壊家屋
10万棟以上にのぼった（消防庁，2005による 2005年 12月 22日時点の数値）．人口や建築構造物
が集中する首都圏，中京圏，京阪神地域にも，この地震により被害を受けた神戸・阪神・淡路地
域などと同様に，地下および周辺に活断層が存在することが知られている．また，首都圏，中京
圏，京阪神地域を含む多くの都市域で，南海トラフを震源とするプレート境界地震などによる地
震被害が懸念されており，地震被害軽減のための備えが急務となっている．地震被害の一つに，
液状化による被害があげられる．液状化による被害は，地下水位と密接に関係することが知られ
ており，地下水位を適正な深さに保つことで地震による液状化の被害を抑えることは重要である． 
日本の多くの都市域では地下水揚水規制が地盤沈下対策として 1950 年代より行われてきてお
り，この影響でこれらの都市域の一つである大阪市での被圧地下水位は，1960年代以降，地下水
位が上昇してきている（図 1-1）．地下水位の上昇により地下水面が地表から数 m程度となった場
合，液状化被害や地震動の増幅など地震動による被害の拡大につながることが懸念される（中迎・
中川，2005）．しかしながら，地下水位が異なることによる地盤の物性変化を考慮し，この変化に
よる地震動の違いを求めることで，地震動の増幅特性ならびに液状化危険度の増減を対象とした
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研究は非常に少ない．そこで本研究では，地下水位の違いによる物性変化を反映した表層地盤モ
デルを構築し，地震動応答解析ならびに液状化危険度の解析を行うことで，地下水位の違いが地
震動の増幅ならびに液状化危険度に及ぼす影響を評価することを目的とした．  
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図 1-1 大阪市での被圧地下水位の年次変化（大阪市都市環境局，2005） 
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２ 地下水位が地震動や液状化危険度に与える影響を評価する意義 
地震動被害予測の基本となる地震動の計算では，震源特性，伝播経路特性，サイト特性をそれ
ぞれ適切に評価しなくてはならない．震源特性は，励起された地震波の周波数特性などに関係す
る震源断層の形状やアスペリティの位置，断層破壊速度や断層破壊面積などで表される．伝播経
路特性は，伝播経路の媒質が不均質であるために地震波が増幅，減衰を生じることから，減衰を
表す Q値や地震波速度構造の方位依存性などで表される．サイト特性は，浅層地盤の物性分布や
非線形性などによる地震動の増幅特性で表される．地下水位が地震動に及ぼす影響を考える場合，
これらのうちサイト特性の評価が問題となる．本研究では，サイト特性を地下水位の高低による
影響として捉えることを試みる． 
一般に，浅層地盤の物性分布は不均質性が強いため，地震時に地盤へかかる応力に対する変形
のし難さを示す剛性率も狭い範囲において変化する．剛性率はその地盤にかかる有効応力と正の
相関関係があり，有効応力は地盤の重量による全応力から間隙水圧を差し引いた値で表されるこ
とから，地下水位が地盤の剛性分布に大きな影響を及ぼすことになる．また，地盤の剛性率は S
波速度の二乗と湿潤密度との積で表され，S波速度は N値と正の相関があることが知られている
（関西地盤情報活用協議会，1998）．すなわち，地下水位が浅い状態では，地下水位が深い状態よ
り地盤の剛性率が小さくなり，そのために同じ深さでの N値も小さくなり，あわせて S波速度も
小さくなることを意味する．例えば，大阪平野の西部では，水位回復期にあたる昭和 45（1970）
年から 57（1982）年に測定された沖積層上部砂層での N 値は，地下水位低下期にあたる昭和 30
（1955）年から 37（1962）年に比べて小さい傾向にあったことが知られており（図 2-1，三田村・
中川，1995），地下水位が浅い状態では地盤の剛性率が小さくなっていることを示唆している．地
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盤の剛性率の低下は，地震時にかかる応力に対するひずみを増大させることから，地盤の地震応
答を大きくすることが懸念される．そのため，地下水位の変化によるサイト特性の変化を考慮し
て地震動解析を行うことは重要な意味を持つ． 
 
 
 
図 2-1 旧編大阪地盤図と新編大阪地盤図とからみる大阪平野西部域での沖積砂層上部における
N 値の比較（三田村・中川，1995）．旧編大阪地盤図のデータは地下水位が深い時期，新
編大阪地盤図のデータは地下水位回復期に当たる． 
 
地盤に地震動が加わると，地層を構成する粒子の間隙は収縮しようとする（図 2-2（c）のA→B）．
しかしながら，地盤の体積変化が許されておらず，さらに地下水が間隙に飽和していれば，体積
収縮は過剰間隙水圧に転化される（図 2-2（c）の A→C）．通常，地震動が地盤に加わっている時
間程度では過剰間隙水圧は解消されない．そのため，砂粒子間の結合を担う有効応力が減少して
いき，最終的に有効応力が零となったとき砂が地下水に浮いた状態となることで液状化に至る．
すなわち，過剰間隙水圧が生じる原因となる地下水を汲み上げ，地下水位を液状化しやすい地層
以深に維持できれば，液状化危険度を低下させられることになる． 
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図 2-2 繰り返し載荷時の体積収縮（A→B）と有効応力の減少（A→C）（足立・龍岡，1981）．τ
はせん断応力，σv 'は有効応力を表す．（a）σv'と τとによる供試体の変形の模式図．（b）
繰り返し載荷と τとの関係の模式図．（c）（a），（b）による σv'と密度との関係．実線が σv'
による密度の変化． 
 
  
図 2-3 限界 gal値の平面分布．（左）現況の地下水位，（右）地下水位 3 m低下の場合．（土木学
会関西支部，2002）．埋立地を中心に，地下水位を下げることで液状化しやすい地盤が液
状化しにくい地盤に変化している． 
 
土木学会関西支部（2002）は，大阪市域を対象として，現況の地下水位ならびに地下水位を現
況の地下水位より 1 m，2 m，3 m低下させた場合に対して，液状化現象が発生する地表での最大
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加速度の閾値（限界 gal 値）を推定した．ただし，土木学会関西支部（2002）に記されている現
況の地下水位は，各ボーリングのデータにある坑内水位を平均化した値を用いているため，不圧
地下水位を示している保証はない．土木学会関西支部（2002）による結果は，地下水位の低下に
伴い限界 gal 値は現況の地下水位の場合と比べて上昇し，液状化発生の危険度が小さくなること
を示している（図 2-3）． 
しかしながら，地下水位の変化に応じた地震動の違いを反映させて液状化危険度を評価した研
究は皆無であり，地下水位の低下量と液状化危険度との関係は明らかにされていない．そのため，
地下水位の低下量が液状化危険度に与える影響を検証することは重要な意味を持つ．
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３ 研究対象域の地下水位と地質的背景 
3.1 解析に必要な事項と入力地震動 
本研究における研究対象域に要求される必要条件は次の通りである． 
・ 発生が想定される地震に対する入力地震動が求められていること （まだの場合，震源特
性，伝播経路特性を考慮して作り出す必要がある）． 
・ 地下水位分布の情報があること． 
・ 詳細な地盤モデルを構築するための地質情報が存在していること． 
・ 液状化現象の発生する可能性のある地域が含まれていること． 
以上の事項をほぼ満たす地域の一つである大阪平野のうち，北を神崎川，南を大和川，東を生
駒山地，西を大阪湾岸で境する約 20 km×約 25 kmの範囲（約 500 km2）を本研究の研究対象域と
して選定した（図 3-1）． 
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図 3-1 研究対象域の地質図（Mohamed and Nakagawa, 2004に加筆）．A-A'は図 3-3に，B-B'，C-C'，
D-D'は図 3-4および図 3-5に示す断面図の測線位置を示す． 
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図 3-2 大阪平野周辺の主な活断層分布（大阪府，2004に加筆） 
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研究対象域を含む大阪平野は山地，山脈に取り囲まれており，平野と山地，山脈との境界やそ
の近傍には多数の活断層が存在している（図 3-2）．これらの活断層の中で，地震調査研究推進本
部地震調査委員会により長期評価が行われている主要活断層として，有馬－高槻断層帯，六甲・
淡路島断層帯，生駒断層帯，中央構造線断層帯，上町断層帯がある．これらの断層帯を起震断層
として発生する地震は，大阪平野での被害を甚大なものにすると考えられる（地震調査研究推進
本部地震調査委員会，2005a）．本論では，これらの断層帯のうち，研究対象域を南北に横切る上
町断層帯に焦点をあてる． 
研究対象域では，地域地震防災の基本情報として提供されているシナリオ地震のうち，2 つの
シナリオ地震に対する入力地震動記録が存在している．一つ目のシナリオ地震は，上町断層帯に
より引き起こされると想定されている内陸型地震であり，本論では以降この地震を想定上町断層
地震と記す． 
一方，研究対象域では内陸の活断層による地震だけでなく，南海トラフを震源域とするプレー
ト境界地震による揺れも被害を引き起こすことが懸念されている．南海トラフを震源域とする過
去に発生した大規模なプレート境界地震として，1707年の宝永地震，1854年の安政東海地震と安
政南海地震，1944年の昭和の東南海地震，1946年の昭和の南海地震などが知られている．これら
の地震のうち，1707年の宝永地震は南海トラフの東海から南海までの広い領域を震源域にしたと
推定されている（中央防災会議，2003）．中央防災会議（2004）では，1707 年の宝永地震の推定
震源域を南から想定南海地震の震源域，想定東南海地震の震源域，想定東海地震の震源域に分け，
それぞれの想定震源域でのプレート境界地震の発生および複数の想定震源域が同時に震源域とな
った場合のプレート境界地震の発生に対するシナリオ地震を描いている．本論では，これら 3つ
  
12 
の想定震源域が連動して同時に震源域となった場合のプレート境界地震を 2つ目のシナリオ地震
として用いた．本論では以降，このシナリオ地震を想定連動型南海地震と記す． 
 
3.2 研究対象域の地形と地質 
研究対象域が位置する大阪平野の地下は，図 3-3 に示すような形状を有することが知られてい
る．大阪平野の東端は生駒断層帯で区切られ，生駒山地との境界をなしている．大阪平野東部で
は，最も深い場所で地下 1600 m 以深に基盤岩（領家花崗岩類；白亜系）が存在している．この
基盤上面は上町台地に近づくにつれ地下約 800 mまで浅くなっている．上町台地より西側では基
盤上面の形状は東側に比べるとなだらかであり，地下約 1500 mに存在している（図 3-3）． 
上町台地の西縁には上町断層（南北走向，東傾斜の逆断層）が存在している．この上町断層の
断層運動により，上町台地はその東西両側の平野に対して隆起帯となっている（市原，1993）．上
町断層は，佛念寺山断層（大阪府豊中市）から久米田池断層（大阪府岸和田市）までの全長約 42 
km の上町断層帯に含まれる（図 3-2）．地震調査研究推進本部地震調査委員会（2004）の長期評
価によれば，この断層帯の最新の活動は約 9000年前以前であり，平均活動間隔は 8000年程度で
ある． 
土質工学会関西支部（1992）によれば，大阪層群の上部は，堆積時に起こった海進海退を反映
して，基本的に海成粘土層と河川性の砂礫層や粘土層との互層である．大阪層群は基盤形状を反
映して大阪平野の西部と東部で厚く堆積している．一方，上町台地では両平野と比べて大阪層群
の下部の層厚がおよそ半分程度であり上部が欠如している（図 3-3）．さらに，上町台地では，段
丘堆積層に対応する上部洪積層（図 3-4 の“上町層”）が大阪層群の下部と不整合関係にあり，上
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図 3-4 上町台地北部の東西断面図（土質工学会関西支部，1992）．断面図の測線位置は図 3-1の
青線 C－C'. 
 
 
 
 
 
 
図 3-5 大阪平野西部の東西方向地質断面図（上），ならびに大阪平野東部の東西方向地質断面図
（下）．（土質工学会関西支部，1992）断面図の測線位置は図 3-1 の青線 B－B'および D
－D'． 
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町台地の東西の平野に存在する沖積層（図 3-5）がほとんど存在しない（図 3-4）．典型的層序と
して沖積層は下位から，植物質を含む粘土層，砂層，海成粘土層，淘汰のよい砂層に区分される．
研究対象域では，大阪層群，段丘堆積層，沖積層に存在する砂礫層，砂層が帯水層としての役割
を担っている． 
 
3.3 研究対象域の地下水位 
研究対象域の地下水位について，1915 年および 1916 年に行われた地下水観測より，大阪平野
では地下 100～200 mの井戸から被圧地下水が自噴していたことが確認されている（鈴木，1917）．
また，1915年，1916年当時，大阪湾岸部の観測点（標高海抜 1.5 m）での推定水位は海抜＋2.0 m
であったが，1941年には同地域において海抜-15 mまで低下したことが明らかにされている（大
阪湾港湾技術調査会，1949）．昭和 18（1943）年から 21（1946）年にかけて地下水位は再び海抜
0 m付近まで回復したが，これは地下水使用量の激減によるものとされる（大阪湾港湾技術調査
会，1949）．そして，1950年代から 1960年代前半に至る期間に再度工業用水の需要が拡大したこ
とで，地下水位は再低下した（図 1-1）． 
地下水位の低下に伴い，昭和 10～18年，昭和 30年代の二回，大阪平野の西部を中心に大規模
な地盤沈下が発生した．昭和 10年から 38年までの累積沈下量は，大阪湾岸域で 2.6 m以上に達
したことが報告されている（図 3-6；土木学会関西支部，2002）．地盤沈下により浸水しやすくな
っているところに，1947年のジェーン台風や 1961年の第 2室戸台風による高潮が襲い，特に，
第 2室戸台風時には，図 3-7に示される地域が浸水し，これによる被害は死者 29名，家屋の流出
が 79戸，床上浸水が 57936戸，床下浸水が 62935戸にのぼった．（近畿地方建設局，1962）． 
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これらの大規模な高潮被害を受け，地下水取水に起因する地盤沈下対策の必要性が社会的に強 
く認識され，1962 年に「建築物用地下水の採取の規制に関する法律」（注 1.）が制定された．同
時に 1956年制定の「工業用水法」（注 2.）も改正された（注 3.）．大阪市ではこれら 2法の基準を
満たさない既存井戸が廃止され，工業用水，ビル用水への地下水の利用を規制する措置が全市域
で実施された．さらに，取水深度も 500メートル以深に規制され，大阪市内での地下水揚水は事
実上不可能となった．この年代を境にして被圧地下水位は回復し，2000年代には GL付近まで上
昇している（図 1-1）．沖積層上部（大阪平野西部），ならびに上町層上部（上町台地）における
地下水位（不圧地下水位）についてはこのような長期の記録がないが，1991 年から 2001 年まで
においてほとんど水位の変化は見られない（土木学会関西支部，2002）． 
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図 3-6 大阪市・尼崎市域での累積地盤沈下量（土木学会関西支部，2002に加筆） 
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図 3-7 第 2室戸台風（1961年）の高潮による大阪市域の浸水域の分布（近畿地方建設局，1962） 
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４ 表層地盤モデルと入力地震動 
4.1 表層地盤モデル 
本研究の地震動応答解析では，中央防災会議（2004）による表層地盤モデルを用いた．このモ
デルは，大阪を含む近畿以西において実施された反射法地震探査，屈折法地震探査，常時微動探
査，深層ボーリング，重力異常データなどから得られた結果に基づき，工学的基盤以浅での密度，
地震波速度の情報を有する．ここで，表層地盤とは地表から S波速度が 700 m/sec相当層（工学
的基盤）までを指す．工学的基盤から地表までの密度，地震波速度の情報は，標準地域メッシュ
のうち第 3 次地域区画（約 1 km 四方，以後，メッシュと記す）ごとに与えられている（中央防
災会議，2004）．このメッシュとは，下記のア～ウの過程によって作られる第 3次地域区画のこと
を示す（総務省統計局統計基準部，2005）． 
ア．全国の地域を 1度ごとの経線ならびに偶数緯度およびその間隔を 3等分した緯度における
緯線とによって分割して，第 1次地域区画を作る． 
イ．第 1次地域区画を経線方向および緯線方向に 8等分して第 2次地域区画を作る． 
ウ．第 2次地域区画を経線方向および緯線方向に 10等分して第 3次地域区画を作る． 
研究対象域にはメッシュが 427個含まれる（図 4-1）．本論では，工学的基盤の深度分布からな
る地盤モデルを 700（m/s）表層地盤モデルと記す． 
一方，想定上町断層地震の予測地震動は S波速度が 550 m/secの工学基盤面上の波形として与
えられていることから（産業技術総合研究所活断層研究センター，2005），この面（以下，工学基
盤面（VS=550 m/s）と記す）の存在する深度を次の手順で推定した． 
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図 4-1 計算対象としたメッシュの位置．（Mohamed and Nakagawa，2004に加筆） 
 
  
 
図 4-2 （a）反射法地震探査時の速度解析による S波速度分布から工学基盤面（Vs=550 m/s）深
度を決定した例．（b）基盤上面ならびに工学基盤面（Vs=550 m/s）の深度との関係． 
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はじめに，大阪平野で行われた P波反射法地震探査の深度断面（大阪府大阪市，1996；大阪府，
2004）から，速度解析に基づく堆積層中の P波速度と基盤上面の深度とを読み取った．得られた
P波速度を Nakagawa et al.（1996）による次式（1）により S波速度に換算した． 
86.077.0 −= PS VV                              （1） 
次に，図 4-2（a）のように S波速度が得られている深度間を直線で結び，この折れ線と S波速
度が 550 m/secの線との交点を工学基盤面（VS=550 m/s）の深さ（図 4-2（a）の DE）とした．得
られた基盤深度 DBと工学基盤面（VS=550 m/s）の深さ DEとの関係を図 4-2（b）に示す．工学基
盤面（VS=550 m/s）の深さと基盤上面の深度について線形関係を仮定すると，基盤上面の深度と
工学基盤面（VS=550 m/s）の深度との関係は図 4-2(b)に示したように， 
BE DD *26.0=                                （2） 
となる． 
最後に，大阪府（2004）による基盤上面深度分布（図 4-3）からメッシュ中央での基盤上面深
度を読み取り，式（2）を用いて各メッシュでの工学基盤面（VS=550 m/s）の深度を求めた．なお，
図 4-3 において，基盤上面深度が白色で示されている部分と重なるメッシュは生駒山地に位置し
ており，そこでは基盤が地表に露出していることを意味している． 
本論では，以上の手順により求められた工学基盤面（VS=550 m/s）の深度分布からなる地盤モ
デルを 550（m/s）表層地盤モデルと記す． 
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図 4-3 大阪府（2004）による基盤上面深度分布とメッシュの位置． 
  
23 
4.2 入力地震動 
想定上町断層地震は，MJMA7.5程度，上下成分に 3 m程度の変位が生じると推定されている． 
2005 年 1 月 1 日を起点とした 30 年以内に想定上町断層地震が発生する確率は 2~3％であり，全
国の主要な活断層の中でも地震の発生確率が高い部類に入っている（地震調査研究推進本部地震
調査委員会，2005b）．この想定地震が発生した場合には，研究対象域は気象庁震度 5弱から 7に
相当する地震動に見舞われると試算されている（産業技術総合研究所活断層研究センター，2005）．  
想定上町地震断層については，関口・他（2003）に基づいて産業技術総合研究所活断層研究セ
ンター（2005）により計算された工学基盤面（VS＝550 m/s）での予測地震動を本研究での入力地
震動として用いた．関口・他（2003）は断層面の破壊シナリオとして，破壊開始点が断層系の北
端と南端の場合，ならびに断層系が単一セグメントか 2つのセグメントかの場合，合計 4つのシ
ナリオ地震を想定している．関口・他（2003）による，上町断層帯における単一セグメント，2
つのセグメントの位置図を図 4-4 に示す．これらの断層面の破壊シナリオのうち，本研究では断
層面上のすべり量が最も大きく，断層面全体に破壊が及んだとしている「単一セグメントで最北
端から破壊開始」のシナリオ地震による予測地震動を用いた．産業技術総合研究所活断層研究セ
ンター（2005）による予測地震動の波形データ（例を図 4-5に示す）は，200 m×200 mのグリッ
トごとに与えられている．本研究では，それぞれのメッシュの中央に最も近いグリットの波形デ
ータを選んで想定上町断層地震の入力地震動とした． 
想定連動型南海地震は MJMA8.0 以上と推定されており，発生した場合，研究対象域は気象庁震
度 5弱から 6弱に相当する地震動に見舞われると試算されている（中央防災会議，2004）．また，
この想定地震による大阪平野内での長周期地震動は減衰しにくいため，大阪平野内では地震動の
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継続時間が 150秒以上になる可能性が指摘されている（産業技術総合研究所活断層研究センター，
2005）． 
想定連動型南海地震については，中央防災会議（2004）に基づいて S波速度が 700 m/sec相当
層での予測地震動を用いた．本研究で用いた想定連動型南海地震の震源域，破壊開始点，アスペ
リティの位置を図 4-6 に示す．破壊は，紀伊半島の南の沖付近から始まり，両方向に進行するパ
ターンが想定されている（中央防災会議，2003）．S波速度が 700 m/sec相当層である工学基盤に
おける予測地震動（波形例を図 4-7に示す）はメッシュそれぞれに与えられている．本研究では，
これらの波形データを用いて想定連動型南海地震の入力地震動とした．図 4-8 には，両想定地震
について入力地震動の加速度スペクトル分布を示す． 
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図 4-4 上町断層帯についてのセグメント分け（関口・他，2003に基づいて作図）．各セグメント
は緑線で囲まれた範囲．上図が単一セグメント，下図が 2つのセグメントに分けられた場
合を示す．本研究で用いたシナリオ地震の破壊開始点は上図に星印として示してある． 
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図 4-5 想定上町断層地震の，工学基盤における加速度波形の例（単位は gal）．上段が東西成分，
下段が南北成分を示す． 
  
27 
 
 
図 4-6 想定連動型南海地震の震源域，破壊開始点，アスペリティ分布（中央防災会議，2003 に
加筆）．黒い実線の領域内が震源域，赤い星印が破壊開始点，震源域内の格子がアスペリ
ティを示す． 
 
 
 
 
図 4-7 想定連動型南海地震の工学基盤における加速度波形の例（単位は gal）．上段が東西成分，
下段が南北成分を示す． 
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図 4-8 想定連動型南海地震と想定上町断層地震の工学基盤での加速度スペクトルの例（東西成
分）． 
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５ 地震動応答解析 
異なる地下水位の場合における地震動の違いを定量化するために，700（m/s）表層地盤モデル
および 550（m/s）表層地盤モデル（以降，両モデルを共通して記す場合，表層地盤モデルと記す）
を基にして地下水位の違いに起因する地盤の剛性率の変化を反映した表層地盤モデルを新たに作
成し，地震動の応答解析を行った． 
 
5.1 表層地盤モデルにおける地下水位 
地下水位の違いに起因する地盤の剛性率の変化を反映した表層地盤モデル（以降，水位依存型
表層地盤モデルと記す）における地下水位は，土木学会関西支部（2002）による大阪平野での地
下水位低下と地盤の圧密沈下シミュレーションの結果を参考に設定した．土木学会関西支部
（2002）によるシミュレーションでは，大阪平野の 4 地点（西大阪，梅田，東大阪，尼崎）（図
3-1）において地盤沈下量が 5 cm以内で収まるのは，現況の地下水位から 3m程度下げた場合，
同じく沈下量が 10 cm程度となるのは 5 m程度下げた場合であった．研究対象域では地下水位の
計測が等間隔で行われていない．その中でも，本研究で水位低下の対象とする不圧地下水面に関
しての情報はきわめて乏しく，現況の地下水位を面的分布として求めることは不可能である．そ
こで，本研究では地下水位の分布として深度 0 m，1 m，2 m，3 m，5 mの 5パターンを想定した．
また，4 章で述べた 700（m/s）表層地盤モデル，550（m/s）表層地盤モデルは，本研究では仮想
的に，最も危険度の高い，地下水位が深度 0 mの場合と仮定した． 
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5.2 水位依存型表層地盤モデルへの密度，有効応力，剛性率の与え方 
本研究では，地震に対する地盤の挙動を規制するパラメターとして，地盤の剛性率に注目した．
本節では，地下水位の違いによる剛性率の変化を反映した水位依存型表層地盤モデルの構築方法
を記す． 
地盤の剛性率に関して，地盤に働く応力とひずみとの関係は 
γτ G=                                    （3） 
と表される．ここで，τはせん断応力，γはひずみ，Gは剛性率である． 
地盤の剛性率 Gはひずみ γが大きくなるに従い小さくなることが知られている（例えば，Hardin 
and Drnevich, 1972）．ひずみ γがごく小さいときの剛性率 Gを Gmaxと表すと，この Gmaxは湿潤密
度と S波速度の関数として， 
2
max SVG ρ=                                  （4） 
と表される．ここで，ρは湿潤密度，VSは S波速度である． 
Gmaxと有効応力との間には，剛性率 Gmaxが有効応力の 0.4ないし 0.5乗に比例するという関係
があり， 
n
e
eaG '
1
)17.2( 2
max σ+
−
=                            （5a） 
nK
e
eOCRtAG '
1
)973.2())((
2
max σ+
−
=                       （5b） 
で表される（足立・龍岡，1981；Hardin and Black，1969）．式（5a）は砂質土，式（5b）は粘性土
についての式である．ここで，a は定数，e は間隙比，σ' は有効応力，A(t) は時間の関数，OCR
は過圧密比を示す．nはおおむね 0.4～0.5であるが，通常 0.5が用いられることが多いため（日本
建築学会，1998），本研究でも n = 0.5を用いた． 
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Gmaxに強く影響する有効応力 σ'を地下水面より下の層について考えると，地層を構成する土粒
子の間隙がすべて水で満たされている場合，有効応力 σ'は 





−=
=
−=
)(
'
zhg
gh
ww
w
ρσ
ρσ
σσσ
                              （6） 
で与えられる．ここで，σは全応力，σwは間隙水圧，ρは湿潤密度，ρwは水の密度，gは重力加速
度，hは深度，zは地下水位である． 
表層地盤モデルにおいては，式（4）で表される Gmaxと有効応力 σ'との関係を地表から工学的
基盤まで求めた．式（5a）ならびに式（5b）では砂質土，粘性土で有効応力 σ'の累乗にかかる係
数は異なっているが，すべてのメッシュでこの係数に関する情報があるわけではない．そこで，
近似的に有効応力 σ'にかかる係数を層相に関係しないと仮定し，深さ 1 mごとに式（4）によって
得られた Gmaxと，式（6）で求まる有効応力 σ'を用いて，式（5）の係数 Aiを 
5.0
max
'i
i
i
GA
σ
=                                  （7） 
の形で求めた．ここで，i は深さであり，Gmaxi，σi'はそれぞれ深さ i における Gmax，有効応力 σ'
を示す． 
地層の湿潤密度 ρは 
e
eS wrs
+
+
=
1
ρρρ                                （8） 
で表される．ここで，ρsは土粒子の密度，eは間隙比，Srは飽和度，ρwは水の密度（1.0 t/m3を仮
定）である．間隙から水が抜けることで地層の湿潤密度 ρが減少し，他方で水による浮力が地下
水面より上の地層では作用しなくなるために，有効応力 σ'が変化すると考えられる．地下水を汲
み上げることで地下水面より上の地層においては，汲み上げた地下水の重量分だけ湿潤密度 ρが
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小さくなると考えられる．土粒子の密度として，大阪堆積盆地の基盤を構成する領家花崗岩の平
均的な密度である 2.65 t/m3を仮定した（関西地盤情報活用協議会，1998）．本研究では，表層地
盤モデルにおける間隙が地下水で飽和していると仮定して Sr=1 とし，表層地盤モデルで与えら
れている湿潤密度 ρから式（8）により間隙比 eを求めた． 
地層から水を汲み上げるとき，地層中の間隙にある水を全て取り出せるわけではない．式（8）
では地層中の全間隙は間隙比 eで表される．それに対して間隙から水を汲み上げることのできる
間隙は有効間隙比 e'として表される．すなわち，地下水面より上の地層の湿潤密度 ρは， 
e
See wrs
+
−+
=
1
)'( ρρρ                             （9） 
となる．本研究では有効間隙比 e'について，砂層は 0.25，その他の層相は 0.15とした． 
地下水位の違いによる有効応力 σ'の変化は，地下水面より上にある地層では水による浮力がな
くなることから，これらの地層による有効応力 σ'は全応力 σそのものとなる．すなわち，地下水
位を低下させたとき，地下水面より上に存在する地層の影響により，表層地盤モデル全体にかか
る有効応力 σ'が増す．この有効応力 σ'に，式（7）により求めた Aiを乗じることにより Gmaxを求
めるため，地下水位が低い状態においては Gmaxが増加することになる．さらに地下水面より上の
地層では粒子間に残った地下水の表面張力により負の間隙水圧（サクション）が生じる．式（6）
より，サクションの大きさは有効応力 σ'の増加に直結し，不飽和層ではさらに剛性率が増加する
ことになる．本研究では，サクションは地下水面から地表まで静水圧分布であり，地下水面で零
であると仮定した．地下水面が深度 0 mと深度 5 mの場合とにおける，剛性率，密度から求めた
S波速度の深さ方向の分布を図 5-1に示す．  
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図 5-1 地下水位が深度 0 mの場合と深度 5 mの場合における S波速度分布（左：表層地盤モデ
ル全体，右：地下 50 mまで） 
 
5.3 表層地盤モデルへの減衰率の与え方 
ひずみ γが小さい場合（γ＝10-5程度）の減衰率 hについて，中央防災会議（2004）は S波速度
が 500 m/sec未満の層については層相にかかわらず 1.4％としている． 
減衰率 hについては， 
10/' 5.02.0 −= σγh                               （10a） 
{ } 100/)(log5.15.1')03.03(311 5.05.0
max
Nff
G
Gh −+−−×





−= −σ         （10b） 
という関係が知られている（Hardin and Drnevich，1972）．式（10a）は砂質土，式（10b）は粘性
土についての式である．ここで，f と N はそれぞれ粘性土のねじり単純せん断試験における載荷
周波数，繰り返し載荷回数，σ'は有効応力（式（5a），式（5b）と同じ），γはひずみ，Gはひずみ
γ のときの剛性率である．減衰率 h が有効応力 σ'の関数で表されるので，表層地盤モデルでの有
効応力 σ'に対応させた減衰率 h を推定した．減衰率 hの推定には，ある有効応力での減衰率を基
準とする必要がある．今津・福武（1986）は動的変形特性に関する実験結果をデータベース化し，
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砂，粘性土，砂礫の減衰率 hについて， 
dch γ=                                   （11） 
と定式化を行い，係数を表 5-1のとおりまとめた．ここで，c，dは表 5-1に示された係数，γはひ
ずみである． 
 
表 5-1 ひずみ γと減衰率 hとの関係式［式（14）］に用いる係数（今津・福武，1986） 
 
層相 c d 基準の拘束圧 
砂 38.81 0.47 0.5 kgf/cm2 
粘性土 13.51 0.27 1.0 kgf/cm2 
砂礫 18.93 0.30 0.5～8.3 kgf/cm2 
 
表 5-1に示された各層相の基準の拘束圧における減衰率 h は，ひずみ γを 10-5として式（11）
により求めることができる．ただし，粘性土における減衰率 hを求める式は拘束圧の単純な関数
ではない［式（10b）］．粘性土のねじり単純せん断試験における載荷周波数，繰り返し載荷回数が
関連しているが，これらに関する情報は研究対象域に均一に得られているわけでなく，しかも少
ない．そのため，本研究ではすべての層相について，  





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= −
−
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0
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σ
σγ idi ch                             （12） 
と表される式（12）により，深さ 1 mごとに減衰率 hiを与えた．ここで，σ'iは深さ iでの有効応
力 σ'，σ'0は表 5-1に示された基準の拘束圧である．砂礫については今津・福武（1986）で与えら
れている範囲の中央値 4.4 kgf/cm2を採用した．cならびに dは式（11）と同様である．ただし，
式（12）による hiが 1.4％を下回る場合，中央防災会議（2004）は S波速度が 500 m/sec未満の層
については層相にかかわらず 1.4％としていることから，本研究では 1.4％とした． 
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5.4 地震動応答解析 
地盤に生じたひずみ γの大きさに応じて剛性率 Gが減少するため（Hardin and Drnevich，1972），
地震動の振幅が大きいときには，応力 σとひずみ γとの関係は非線形関係となる．この非線形性
を考慮できる地盤の地震応答解析手法として，時間については等価線形法と逐次積分法，空間に
ついては有限要素法や境界要素法などがある． 
等価線形法は系の最大ひずみに対応した有効ひずみを求め，これに対応する剛性率 G，減衰率
hi を適用する．周波数領域の解析が可能で，計算時間が逐次積分法に対して短くて済むが，ひず
みが 10-2オーダー以上になったり，ひずみに伴う剛性率 Gや減衰率 hiの経時的変化が激しかった
りする場合には計算の精度が落ちるとされる（地震予知総合研究振興会地震調査研究センター，
1999）．逐次積分法は周波数領域での解析はできないものの，応力－ひずみ関係を考慮しながら挙
動を追跡することができるという利点がある．本解析で対象としている地震動は被害を引き起こ
すような強震動であるので，時刻歴に関しては逐次積分法を用いた． 
一方，空間については，土の地震時の応答で考慮すべき非線形の影響を表現できる有限要素法
を用いた．工学的基盤とそのすぐ上位の堆積層とのインピーダンス比から堆積層中での地震波伝
播方向がほぼ鉛直であると仮定できるため，工学的基盤より上の地層中の地震波伝播は一次元伝
播とした． 
計算には，有限要素法，逐次積分法に基づく一次元応答解析プログラム AMPLE2000（Pestana and 
Nadim, 2000）を用いた．AMPLE2000は，運動方程式 
[ ]{ } [ ]{ } [ ]{ } [ ]{ } ( )tuIMuKuCuM g −=++                     （13） 
に対して，有限差分法のうち中央差分を用いて，次の時刻ステップでの地震動の状態を計算する．
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ここで，[M] は質量マトリックス，[C]は減衰マトリックス，[K]は剛性マトリックスであり，5.2
項，5.3項で求めた表層地盤モデルにおける湿潤密度 ρ，減衰率 hi，剛性率 Gmaxがそれぞれ入力さ
れる．{I}は対角マトリックス，u は相対変位，uは相対速度，u は相対加速度， )(tug は入力地
震動の加速度であり，本研究では，3.2項で述べた想定連動型南海地震，想定上町断層地震の工学
基盤における予測地震動を入力した．非線形系の計算については，地盤に生じたひずみ γ に対応
して剛性マトリックスを変化させている（Pestana and Nadim, 2000）． 
AMPLE2000では地盤にかかる応力とひずみの関係として，線形，双曲線モデル（Pyke, 1979），
“Strain Softening model”（Nadim, 1998）などが選択可能であるが，本研究では非線形計算の中で最
も単純な Pyke（1979）のモデルを選択した． 
Pyke（1979）のモデルの元となった Hardin・Drnevichモデル（Hardin and Drnevich，1972）につ
いて以下に記す．土に繰り返し応力を与えたときに図 5-2 のような履歴曲線を描いたとする．そ
の場合の骨格曲線（図 5-2の軌跡 OAE，OCF）は， 

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γ
γτ
1
max                              （14） 
max
max
Gr
τ
γ =                                  （15） 
の双曲線関数で表せる（Hardin and Drnevich，1972）．これを Hardin・Drnevichモデルという．こ
こで，γr は式（15）で表される基準ひずみであり，τmax は γ→∞のときの τ（せん断強度），Gmax
は γ＝0の時の剛性率である． 
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図 5-2 土に繰返し応力を加えたときの履歴・骨格曲線の概念図（足立・龍岡，1981）． 
 
 
 
図 5-3 中央防災会議（2004）が採用した動的変形特性曲線 
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本研究で用いる基準ひずみの値は，中央防災会議（2004）が採用した剛性率の変化率とひずみ
との関係において（図 5-3），剛性率が Gmaxの半分（図 5-3の G/G0＝0.5）となるひずみとした（表
5-2）．  
表 5-2 層相ごとの基準ひずみ 
 
層相 粘性土 砂質土 砂礫 
γr 7.5×10-3 1.7×10-3 0.9×10-3 
 
 
 
 
図 5-4 Hardin・Drnevichモデルで，不規則な繰返し応力が加わった場合の履歴曲線（Pyke，1979）． 
 
一方，任意の点（τ*，γ*）を反転の点とする履歴曲線は， 
)21(
)(
*
*
max
*
r
G
γγγ
γγττ
−+
−
+=                        （16） 
で表される．Pyke（1979）は地震動のような不規則な繰り返し応力が地盤に加わると，式（16）
の履歴曲線が τ 軸方向に移動していき，最終的に履歴曲線の一部がせん断強度を超過してしまう
ことを指摘している（図 5-4）．これを防ぐために，Pyke（1979）は 
)1(
)(
*
*
max
*
rC
G
γγγ
γγττ
−+
−
+=                        （17） 
を履歴曲線として提案した．ここで Cは， 
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max
1
τ
τ cC −±=                                （18） 
であり，τcは一つ前の反転の点でのせん断応力，τmaxはせん断強度である．“+1”は載荷，“－1”は
除荷の場合用いられる． 
AMPLE2000 による計算で求められた地表での加速度波形に対して，水平 2 成分合成波形の最
大値（以降，最大加速度と記す），加速度スペクトルの周波数帯積分値，震度を計算した結果を元
にして，異なる地下水位での地震動の違いを評価した．加速度スペクトルの積分範囲は，一般的
な構造物が持つ固有周波数帯がほぼ含まれる 0.1 Hzから 10 Hzとした．この周波数帯には木造建
築物や高さ 300 m程度までの建築物，長大吊橋などの構造物の固有周波数が存在する（図 5-5）．
この加速度スペクトルの周波数帯積分値を以後，スペクトル強度と記す． 
気象庁による計測震度を加速度波形から求める場合，はじめに 3成分の加速度波形をフーリエ
変換し，式（19a），式（19b），式（19c）で与えられるフィルタ処理をした上で，逆フーリエ変換
をする． 
F1/                                    （19a） 
 *0.000155+*0.00134+*0.009664+*0.0557+*0.241+*0.694+11 21108642 XXXXXX     （19b） 
)3/0.5)exp(-(-1 F                              （19c） 
ここで，F は周波数（Hz）を示し，X＝F/10 である．次に，この過程を経た 3 成分の加速度波形
を合成して得られるベクトル波形の絶対値が，ある値 aを超える時間が計 0.3秒となる aを求め，
aを 
94.0log2 += aI                               （20） 
に代入して震度 Iを求める（気象庁，1996）．本研究では，上下動成分の計算を行っていないため，
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水平 2成分を合成して式（19a），式（19b），式（19c）および式（20）に従って震度を求めた．求
めた震度は気象庁の定義による計測震度とは異なるため，本研究で求めた震度を以後，震度＊と
記す． 
計算例として，研究対象域内のある地点における想定連動型南海地震の入力地震動と地表での
地震動（地下水位が深度 0 mならびに深度 5 mの場合）との波形，ならびにその地点における地
震動の加速度スペクトルをそれぞれ図 5-6，図 5-7に示す．  
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図 5-5 建築種別ごとの固有周波数． 
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図 5-6 想定連動型南海地震の入力地震動（黒線）に対する計算例．黒線に示す入力地震動に対
する地下水位が深度 0 m（赤線），5 m（青線）の場合における出力地震動を示しており，
それぞれに対する最大加速度はそれぞれの線の色と同色の数字で記してある． 
  
43 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-7 加速度スペクトルの計算例．黒線が入力地震動，赤線が地下水位深度 0 m，青線が地下水
位深度 5 mの場合における，それぞれの出力地震動に対する加速度スペクトルを示す． 
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６ 液状化危険度の評価手法 
地下水位の違いによる有効応力や地震動の変化が液状化危険度にどの程度影響するか推定する
ため，5 章で求めた地震動応答解析の結果を用いて，液状化危険度の判定を建築基礎構造設計指
針（日本建築学会，2001）に基づいて行った． 
建築基礎構造設計指針による判定対象層は，地表面から 20 m以浅の沖積層で細粒分含有率 35％
以下の土である．ただし，細粒分含有率 35％以上であっても，埋め立て地盤など人工的に造成さ
れ，粘土分含有率や塑性指数の低い土も対象となる．本研究では，表層地盤モデルにおいて中央
防災会議（2004）により「粘土」と分類された地層は判定対象から外して液状化危険度の判定を
行った． 
表 6-1  PL値と地盤全体に対する液状化の程度との関係（大阪府土木部，1997）． 
 
PL値 液状化の程度 備  考 
0 液状化なし  
0～5 ほとんどなし 被害なし 
5～10 程度は小さい 構造物への影響はほとんどない 
10～20 中程度 構造物によっては影響のある可能性はある 
20～35 激しい 噴砂が多く，直接基礎の建物が傾く場合あり 
35以上 非常に激しい 大規模な噴砂および構造物の被害 
 
液状化危険度の判定は，式（21）で得られる地盤液状化指数 PL値（岩崎・他，1980）を用いて
行う．この PL値と液状化被害との関係は表 6-1のようにまとめられている．  
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0                            （21） 
ここで，z は地表面からの深さ（m）である．また，F＝1－FLであり，FLは液状化発生に対する
安全率である．FL≧1の場合，F＝0である．本研究では，地下水位低下により生じた不飽和層で
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は FL＝1 とした．w(z)が式（21）のように浅い地層ほど重み付けされているのは，浅い部分の液
状化が被害を大きくすることや，過剰間隙水圧の下方からの浸透によってより浅い地層ほど液状
化しやすいと考えられるためである（岩崎・他，1980）． 
式（21）で用いる FLは，繰り返しせん断応力比 Lと液状化抵抗比 Rを用いて， 
L
RFL =                                   （22） 
で表される． 
繰り返しせん断応力比 Lは， 
d
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==                           （23a） 
( )11.0 −= Mrn                                （23b） 
zrd 015.01−=                                （23c） 
で算出する．ここで，τdは水平面に生じる等価な一定繰り返しせん断応力振幅（kN/m2），σz'は検
討深さでの有効土被り圧（kN/m2，式（6）の σ'と同じ），σz は検討深さでの全土被り圧（kN/m2）
（式（6）の σと同じ）， gは重力加速度（9.8 m/s2），zは地表面からの深さ（m），rdは加速度に
ついて深さ方向の低減係数を表す．Mは地震のマグニチュードであり，本研究では，想定上町断
層地震は MJMA7.5（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2003），想定連動型南海地震は MJMA8.6
（中央防災会議，2004）であることから，これらの MJMAの値をそれぞれ Mとして用いた．式（23a）
の αmaxは地表面最大加速度であり，建築基礎構造設計指針では建築基礎の損傷，終局限界を想定
した値を与えるが，本研究ではメッシュごとに 2つの想定地震について水平二成分を合成した加
速度波形の最大値を用いた． 
一方，液状化抵抗比 Rは，標準貫入試験の N値から式（24）により補正 N値を算出し，この補
正 N値に対応する液状化抵抗比を図 6-1のせん断ひずみ振幅 5%の曲線から求めた． 
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ここで，Naは補正 N 値，N1は換算 N 値，CNは拘束圧に関する換算係数，ΔNfは細粒分含有率に
応じた補正 N 値増分（図 6-2）である．本研究では，各メッシュで与えられている層序，層厚な
どの情報（中央防災会議，2004）から，類似するボーリングをボーリングデータベース（KG-NET・
関西圏地盤 DB 運営機構，2005）より抽出して液状化抵抗比を得た．類似するボーリングがメッ
シュにない，もしくは地表から 20 mまでの N値の情報がない場合には，地表から 20 mまで液状
化抵抗比 Rを 0.1と仮定したが，この値は安全側の推定となっている．図 6-3に地盤液状化指数
の計算例を示す． 
 
 
 
図 6-1 補正 N値に対する液状化抵抗比（日本建築学会，2001）． 
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図 6-2 細粒土含有率と補正 N値増分との関係（日本建築学会，2001）． 
 
 
 
 
図 6-3 地盤液状化指数の計算例．左からそれぞれ層相，繰り返しせん断抵抗比 L，液状化抵抗比
R，液状化発生に対する安全率FLの分布である．この例でのPL値は 27と求められている． 
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７ 地下水位の違いが地震動ならびに液状化危険度に及ぼす影響 
本章では，表層地盤モデルにおける地下水位を深度 0 m，1 m，2 m，3 m，5 mとした場合の，
地震動応答解析により得られた最大加速度，スペクトル強度，震度＊，PL値について示す． 
 
7.1 最大加速度の分布 
構造物の被害は一般に応力履歴に規制されると思われるが，最大加速度も重要なパラメターで
あると考えられる．また，前章で述べた液状化危険度では最大加速度が重要な指標になっている．
そこで，地下水位の深度を 0 m，1 m，2 m，3 m，5 mとした場合の想定連動型南海地震および想
定上町断層地震における最大加速度の分布を求めた．想定連動型南海地震について図 7-1-1 から
図 7-1-5に，想定上町断層地震について図 7-1-6から図 7-1-10に示す． 
想定連動型南海地震では，いずれの地下水位の場合も，上町台地ならびに大阪平野西部におい
て最大加速度が 100～200gal を示すメッシュがほぼ全域を占める．一方，上町台地より東側の範
囲では，最大加速度が 200gal を超えるメッシュが多数存在している．表 7-1-1 に図 7-1-1 から図
7-1-5に示された最大加速度の分布をメッシュ数の度数分布として表した．地下水位が深くなるに
つれ，最大加速度が低いランクのメッシュ数が多くなることが明瞭に読み取れる． 
想定上町断層地震では，いずれの地下水位の場合も，上町断層からの距離に反比例して最大加
速度が小さくなる分布形態を示し，上町台地の北部域において 600galを超えるメッシュが分布し
ている．表 7-1-2に図 7-1-6から図 7-1-10に示された最大加速度の分布を度数分布として表した．
想定上町断層地震の場合も，想定連動型南海地震と同様に地下水位が深くなるにつれ，最大加速
度が低いランクのメッシュ数が多くなることが明瞭に読み取れる． 
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表 7-1-1 想定連動型南海地震による最大加速度（Ahmax）のメッシュ数の度数分布（総メッシュ数
は 427個）． 
 
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
    Ahmax≦100gal 2 3 8 10 11 
100gal＜Ahmax≦200gal 302 315 315 323 329 
200gal＜Ahmax≦300gal 118 104 100 90 82 
300gal＜Ahmax≦400gal 5 5 4 4 5 
400gal＜Ahmax≦500gal 0 0 0 0 0 
500gal＜Ahmax≦600gal 0 0 0 0 0 
600gal＜Ahmax 0 0 0 0 0 
 
 
 
表 7-1-2 想定上町断層地震による最大加速度（Ahmax）のメッシュ数の度数分布（総メッシュ数は
394個）． 
  
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
    Ahmax≦100gal 1 1 1 1 1 
100gal＜Ahmax≦200gal 55 58 63 65 66 
200gal＜Ahmax≦300gal 93 96 94 95 96 
300gal＜Ahmax≦400gal 115 113 114 110 109 
400gal＜Ahmax≦500gal 71 70 71 75 76 
500gal＜Ahmax≦600gal 35 33 29 26 25 
600gal＜Ahmax 24 23 22 22 21 
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図 7-1-1 想定連動型南海地震による最大加速度（Ahmax）の分
布（地下水位が深度 0 m の場合．値は地表におけ
る水平二成分加速度波形を合成したものの最大値）．  
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図 7-1-2 想定連動型南海地震による最大加速度（Ahmax）の分
布（地下水位が深度 1 m の場合．値は地表におけ
る水平二成分加速度波形を合成したものの最大値）． 
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図 7-1-3 想定連動型南海地震による最大加速度（Ahmax）の分
布（地下水位が深度 2 m の場合．値は地表におけ
る水平二成分加速度波形を合成したものの最大値）．
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図 7-1-4 想定連動型南海地震による最大加速度（Ahmax）の分
布（地下水位が深度 3 m の場合．値は地表におけ
る水平二成分加速度波形を合成したものの最大値）． 
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図 7-1-5 想定連動型南海地震による最大加速度（Ahmax）の分
布（地下水位が深度 5 m の場合．値は地表におけ
る水平二成分加速度波形を合成したものの最大値）． 
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図 7-1-6 想定上町断層地震による地表最大加速度（Ahmax）の
分布（地下水位が深度 0 m の場合．値は地表にお
ける水平二成分加速度波形を合成したものの最大
値）． 
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図 7-1-7 想定上町断層地震による地表最大加速度（Ahmax）の
分布（地下水位が深度 1 m の場合．値は地表にお
ける水平二成分加速度波形を合成したものの最大
値）． 
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図 7-1-8 想定上町断層地震による地表最大加速度（Ahmax）の
分布（地下水位が深度 2 m の場合．値は地表にお
ける水平二成分加速度波形を合成したものの最大
値）． 
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図 7-1-9 想定上町断層地震による地表最大加速度（Ahmax）の
分布（地下水位が深度 3 mの場合．値は地表におけ
る水平二成分加速度波形を合成したものの最大値）． 
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図 7-1-10 想定上町断層地震による地表最大加速度（Ahmax）
の分布（地下水位が深度 5 mの場合．値は地表に
おける水平二成分加速度波形を合成したものの最
大値）． 
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7.2 スペクトル強度の分布 
構造物の固有周波数（図 5-5）と地震動の卓越周波数とが調和した場合，その構造物は共振し
て損傷を受けることになる．そのため，構造物全般の被害を考える上で，一般の建築物の固有周
波数帯に対応する 0.1 Hzから 10 Hzを含む地震動のスペクトル強度は重要な指標である．そこで，
地下水位の深度を 0 m，1 m，2 m，3 m，5 mとした場合の想定連動型南海地震および想定上町断
層地震における地表でのスペクトル強度の分布を求めた．想定連動型南海地震について東西成分，
南北成分ごとに図 7-2-1から図 7-2-5に，同様に想定上町断層地震について図 7-2-6から図 7-2-10
に示す． 
想定連動型南海地震では，スペクトル強度の分布は最大加速度の分布と同様に，いずれの地下
水位の場合も東西成分，南北成分ともに，研究対象域の西側の領域では東側の領域と比べて小さ
いメッシュの数が多い．表 7-2-1および表 7-2-2に図 7-2-1から図 7-2-5に示したスペクトル強度
をメッシュ数の度数分布として東西成分，南北成分ごとに表した．これらの表より，東西成分，
南北成分ともに地下水位が深くなるにつれて，スペクトル強度の小さいランクのメッシュ数が多
くなっていることが読み取れる． 
想定上町断層地震では，いずれの地下水位の場合も，上町断層近傍および上町台地で地表での
スペクトル強度が他の領域と比して大きく，上町断層からの距離に反比例して地表でのスペクト
ル強度が小さくなる．表 7-2-3および表 7-2-4に図 7-2-6から図 7-2-10に示したスペクトル強度の
メッシュ数の度数分布を東西成分，南北成分ごとに表した．これらの表から，東西成分，南北成
分ともに，地下水位が深くなるにつれて，地表でのスペクトル強度が小さいランクのメッシュ数
が多くなっていることが分かる． 
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表 7-2-1 想定連動型南海地震によるスペクトル強度（SI）のメッシュ数の度数分布（東西成分．
総メッシュ数は 427個）． 
 
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
  SI≦100 0 0 0 0 0 
100＜SI≦200 3 3 4 4 4 
200＜SI≦300 122 129 133 141 147 
300＜SI≦400 166 169 170 166 171 
400＜SI≦500 96 88 82 83 76 
500＜SI≦600 31 28 29 24 21 
600＜SI     12 10 9 9 8 
 
表 7-2-2 想定連動型南海地震によるスペクトル強度（SI）のメッシュ数の度数分布（南北成分．
総メッシュ数は 427個）． 
 
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
   SI≦100 0 0 0 0 0 
100＜SI≦200 4 4 4 4 4 
200＜SI≦300 141 161 169 183 188 
300＜SI≦400 175 167 166 156 157 
400＜SI≦500 77 70 65 61 58 
500＜SI≦600 22 17 17 18 18 
600＜SI     8 8 6 5 2 
 
表 7-2-3 想定上町断層地震によるスペクトル強度（SI）のメッシュ数の度数分布（東西成分．総
メッシュ数は 394個）． 
 
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
   SI≦100 0 0 0 0 0 
100＜SI≦200 11 12 14 15 20 
200＜SI≦300 103 115 117 121 127 
300＜SI≦400 130 127 127 128 123 
400＜SI≦500 69 61 62 57 57 
500＜SI≦600 29 34 30 30 26 
600＜SI     52 45 44 43 41 
 
表 7-2-4 想定上町断層地震によるスペクトル強度（SI）のメッシュ数の度数分布（南北成分．総
メッシュ数は 394個） 
 
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
   SI≦100 0 0 0 0 0 
100＜SI≦200 19 21 24 28 32 
200＜SI≦300 113 120 123 125 134 
300＜SI≦400 120 117 118 115 112 
400＜SI≦500 97 97 96 95 86 
500＜SI≦600 38 34 31 30 30 
600＜SI     7 5 2 1 0 
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図 7-2-1 想定連動型南海地震による地表でのスペクトル強度（SI）の
分布（地下水位が深度 0 m の場合．積分対象の周波数帯は
0.1～10 Hz）．上段が東西成分，下段が南北成分の場合をそ
れぞれ示す． 
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図 7-2-2 想定連動型南海地震による地表でのスペクトル強度（SI）の
分布（地下水位が深度 1 m の場合．積分対象の周波数帯は
0.1～10 Hz）．上段が東西成分，下段が南北成分の場合をそ
れぞれ示す． 
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図 7-2-3 想定連動型南海地震による地表でのスペクトル強度（SI）の
分布（地下水位が深度 2 m の場合．積分対象の周波数帯は
0.1～10 Hz）．上段が東西成分，下段が南北成分の場合をそ
れぞれ示す．
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図 7-2-4 想定連動型南海地震による地表でのスペクトル強度（SI）の
分布（地下水位が深度 3 m の場合．積分対象の周波数帯は
0.1～10 Hz）．上段が東西成分，下段が南北成分の場合をそ
れぞれ示す． 
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図 7-2-5 想定連動型南海地震による地表でのスペクトル強度（SI）の
分布（地下水位が深度 5 m の場合．積分対象の周波数帯は
0.1～10 Hz）．上段が東西成分，下段が南北成分の場合をそ
れぞれ示す． 
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図 7-2-6 想定上町断層地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分
布（地下水位が深度 0 mの場合．積分対象の周波数帯は 0.1
～10 Hz）．上段が東西成分，下段が南北成分の場合をそれぞ
れ示す． 
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図 7-2-7 想定上町断層地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分
布（地下水位が深度 1 mの場合．積分対象の周波数帯は 0.1
～10 Hz）．上段が東西成分，下段が南北成分の場合をそれぞ
れ示す． 
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図 7-2-8 想定上町断層地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分
布（地下水位が深度 2 mの場合．積分対象の周波数帯は 0.1
～10 Hz）．上段が東西成分，下段が南北成分の場合をそれぞ
れ示す． 
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図 7-2-9 想定上町断層地震による地表でのスペクトル強度（SI）の分
布（地下水位が深度 3 mの場合．積分対象の周波数帯は 0.1
～10 Hz）．上段が東西成分，下段が南北成分の場合をそれぞ
れ示す． 
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図 7-2-10 想定上町断層地震による地表でのスペクトル強度（SI）の
分布（地下水位が深度 5 mの場合．積分対象の周波数帯は
0.1～10 Hz）．上段が東西成分，下段が南北成分の場合をそ
れぞれ示す． 
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7.3 震度＊の分布 
多くの行政機関は，地震発生時に災害対策本部の設置基準に震度情報を基本指標として用いて
いる．すなわち，震度情報は被害状況を把握する指標として一般によく知られており，想定地震
に対して震度予測を行うことは重要である．そこで，地下水位の深度を 0 m，1 m，2 m，3 m，5 m
とした場合の想定連動型南海地震および想定上町断層地震における震度＊の分布を求めた．この
震度＊分布を想定連動型南海地震について図 7-3-1から図 7-3-5に，想定上町断層地震について図
7-3-6から図 7-3-10に示す． 
想定連動型南海地震では，いずれの地下水位の場合も，全体として震度＊5.5以下のメッシュが
ほとんどの地域を覆っている．一方，湾岸部や研究対象域の東部では他の地域と比して若干大き
い震度＊分布域も見られる．表 7-3-1に図 7-3-1から図 7-3-5に示した震度＊をメッシュ数の度数分
布として表した．この表より，9割以上のメッシュが震度＊5.5以下のランクに入る．震度＊5.5以
下のランクを含め，震度＊が 5.5より大きく 6.0以下のランクも含め，地下水位が深くなるにつれ
て，震度＊が下がるメッシュ数が多くなっていることが分かる． 
 
表 7-3-1 想定連動型南海地震による震度＊のメッシュ数の度数分布（総メッシュ数は 427個）． 
  
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
震度＊≦5.0 193 210 220 231 254 
5.0＜震度＊≦5.5 222 207 197 188 168 
5.5＜震度＊≦6.0 12 10 10 8 5 
6.0＜震度＊≦6.5 0 0 0 0 0 
6.5＜震度＊ 0 0 0 0 0 
 
想定上町断層地震では，いずれの地下水位の場合も，想定上町断層地震の震源域直上である上
町断層近傍では震度＊6.0 を超えるメッシュが表れる．上町断層からの距離が離れるにつれ震度＊
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は小さくなり，上町断層より 5～10 km程度離れると，震度＊5.0以下となるメッシュ数が多くな
る．表 7-3-2に図 7-3-6から図 7-3-10に示した震度＊の大小に基づくメッシュ数の度数分布を表し
た．この表より，震度＊が 5.0より大きく 6.0以下であるメッシュが全体の 8割以上を占めている．
地下水位が深くなるにつれ，震度*の小さいメッシュが多くなっていくことも表 7-3-2より読み取
れる． 
 
表 7-3-2 想定上町断層地震による震度＊のメッシュ数の度数分布（総メッシュ数は 394個）． 
  
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
震度＊≦5.0 47 49 51 52 59 
5.0＜震度＊≦5.5 184 188 187 193 195 
5.5＜震度＊≦6.0 161 155 156 149 139 
6.0＜震度＊≦6.5 2 2 0 0 1 
6.5＜震度＊ 0 0 0 0 0 
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図 7-3-1 想定連動型南海地震による地表での震度＊分布
（地下水位は深度 0 m．震度＊の計算は水平 2成
分を対象）．  
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図 7-3-2 想定連動型南海地震による地表での震度＊分布
（地下水位は深度 1 m．震度＊の計算は水平 2成
分を対象）． 
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図 7-3-3 想定連動型南海地震による地表での震度＊分布
（地下水位は深度 2 m．震度＊の計算は水平 2成
分を対象）． 
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図 7-3-4 想定連動型南海地震による地表での震度＊分布
（地下水位は深度 3 m．震度＊の計算は水平 2成
分を対象） 
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図 7-3-5 想定連動型南海地震による地表での震度＊分布
（地下水位は深度 5 m．震度＊の計算は水平 2成
分を対象） 
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図 7-3-6 想定上町断層地震による地表での震度＊分布（地
下水位は深度 0 m．震度＊の計算は水平 2成分を
対象） 
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図 7-3-7 想定上町断層地震による地表での震度＊分布（地
下水位は深度 1 m．震度＊の計算は水平 2成分を
対象） 
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図 7-3-8 想定上町断層地震による地表での震度＊分布（地
下水位は深度 2 m．震度＊の計算は水平 2成分を
対象） 
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図 7-3-9 想定上町断層地震による地表での震度＊分布（地
下水位は深度 3 m．震度＊の計算は水平 2成分を
対象） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 83 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-3-10 想定上町断層地震による地表での震度＊分布（地
下水位は深度 5 m．震度＊の計算は水平 2成分を
対象） 
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7.4 液状化危険度を示す地盤液状化指数 PL値の分布 
研究対象域では，地震発生時に地盤の液状化の発生が予想される．そこで，日本建築学会（2001）
に従い，地下水位の深度を 0 m，1 m，2 m，3 m，5 mとした場合の想定連動型南海地震および想
定上町断層地震における各地点での PL値を算出した．研究対象域での PL値の分布を想定連動型
南海地震について図 7-4-1から図 7-4-5に，想定上町断層地震にについて図 7-4-6から図 7-4-10に
示す． 
想定連動型南海地震では，地下水位が深度 0 mである場合，研究対象域のうち上町台地より西
側では PL値が 35以上のメッシュの数が上町台地より東側に比べて有意に多い．地下水位が深く
なるにつれて，PL値が 35以上のメッシュの数は全域で少なくなる．表 7-4-1に図 7-4-1から図 7-4-5
に示した PL値をメッシュ数の度数分布として表した．度数分布から地下水位が深度 0 mの場合，
液状化被害が生じる可能性のある PL値が 10より大きいメッシュ数が 7割弱を占めるが，地下水
位が深くなるにつれてこの割合は減少し，地下水位が深度 5 mの場合には約 2割となる．  
 
表 7-4-1 想定連動型南海地震による PL値のメッシュ数の度数分布．（総メッシュ数は 427個）．  
 
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
PL＝0  57 66 70 78 100 
0＜PL≦5 36 68 102 132 172 
5＜PL≦10 47 73 83 79 68 
10＜PL≦20 103 102 98 93 61 
20＜PL＜35 104 85 57 38 24 
35≦PL   80 33 17 7 2 
 
想定上町断層地震では，地下水位が深度 0 mである場合，研究対象域の上町台地周辺およびそ
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の西側では PL値が 35以上のメッシュの数が上町台地より東側に比べて有意に多い．地下水位が
深くなるにつれて，PL値が 35以上のメッシュの数が全域で少なくなるが，上町台地北部域およ
び研究対象域南西域では PL値が 35以上のメッシュが引き続き多くみられる．表 7-4-2に図 7-4-6
から図 7-4-10に示した PL値を度数分布として表した．度数分布から地下水位が深度 0 mの場合， 
PL値が 10より大きいメッシュ数の割合は全体の約 3/4であるが，地下水位が深くなるにつれてこ
の割合は減少し，地下水位が深度 5 mの場合には約 5割となる．  
一方，液状化による被害が構造物へほとんどないとされる PL値が 10以下のメッシュ数の割合
と地下水位との関係を図 7-4-11に示す．この図は，液状化危険度について，想定上町断層地震よ
り想定連動型南海地震の方が地下水位の変化による影響を強く受けることを示している． 
 
表 7-4-2 想定上町断層地震による PL値のメッシュ数の度数分布．（総メッシュ数は 394個）．  
 
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
PL＝0  31 33 37 44 50 
0＜PL≦5 30 48 58 63 82 
5＜PL≦10 33 45 55 57 83 
10＜PL≦20 76 84 80 82 77 
20＜PL＜35 91 90 90 88 88 
35≦PL   133 94 74 60 44 
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図 7-4-1 想定連動型南海地震による液状化危険度の分布（値は
PL値．地下水位は深度 0 m）． 
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図 7-4-2 想定連動型南海地震による液状化危険度の分布（値は
PL値．地下水位は深度 1 m）． 
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図 7-4-3 想定連動型南海地震による液状化危険度の分布（値は
PL値．地下水位は深度 2 m）． 
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図 7-4-4 想定連動型南海地震による液状化危険度の分布（値は
PL値．地下水位は深度 3 m）． 
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図 7-4-5 想定連動型南海地震による液状化危険度の分布（値は
PL値．地下水位は深度 5 m）． 
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図 7-4-6 想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL
値．地下水位は深度 0 m）． 
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図 7-4-7 想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL
値．地下水位は深度 1 m）． 
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図 7-4-8 想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL
値．地下水位は深度 2 m）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 94 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-4-9 想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL
値．地下水位は深度 3 m）． 
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図 7-4-10 想定上町断層地震による液状化危険度の分布（値は PL
値．地下水位は深度 5 m）． 
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図 7-4-11 PL値が 10以下の第 3次メッシュが全体に占める割合．“Nankai-Trough”は想定連動型
南海地震，“Uemachi-Fault”は想定上町断層地震をそれぞれ示す． 
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８ 考察 
8.1 表層地盤モデルの妥当性 
本研究で用いた表層地盤モデルは，想定連動型南海地震および想定上町断層地震による被害想
定のために約 1 km×1 kmサイズのメッシュで与えた．メッシュごとの表層地盤モデルは，式（25）
で求められる特性値 TG（日本道路協会，1996）が最大となる 1本のボーリング情報を基に作成さ
れている（中央防災会議，2004）． 
∑
=
=
n
i i
i
G Vs
HT
1
4
                                （25） 
ここで，Hiは i番目の地層の厚さ（m），Vsiは i番目の地層の平均 S波速度，iは地表から基盤面
まで n層に分割できるときの地層の番号を表す． 
選定されたボーリングは必ずしもそのメッシュ内の平均的な地質構造を示していない．この例
として，図 8-1-1 に示す地域の隣り合う 3 個のメッシュの地層の組み合わせについて検討する．
表層地盤モデル作成のために，中央防災会議（2004）が代表ボーリングとして用いたとみなされ
るボーリングデータを KG-NET・関西圏地盤 DB運営機構（2005）によるボーリングデータベー
スから抽出した．あわせて，その周辺のボーリングデータも同じボーリングデータベースから抽
出した．抽出したこれらのボーリングデータを図 8-1-2に示す．この図より，ボーリング Bや C
での地層の組み合わせは周辺のボーリングのそれと似ているが，Aの地層の組み合わせは周辺の
ボーリングのそれとは異なっていることが分かる．  
このように，表層地盤地質が連続した構造を有しない地域が存在する．そのため，例えば最大
加速度の分布が隣り合うメッシュ間で大きく異なる値を示す場合がある．一方，地震動はごく近
傍でも大きく異なることが知られており，隣接したメッシュ間で大きく異なる値が得られたとし
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ても，これは代表ボーリングそれぞれの地点における地震動の違いの反映を意味していることに
なる．すなわち，本研究の結果は一つのメッシュ内の平均的な地震動を意味しているわけではな
く，およそ 1 km 間隔の地点における地震動の予測結果を示している．よって，メッシュ間で連
続性を保持させる場合には，解析の諸段階において平均化処理が必要となる． 
本研究では，5 章に記したようにサクションは，地下水面から地表付近まで静水圧分布すると
仮定した．サクションの分布は図 8-1-3に示されるように，地表面での蒸発（図 8-1-3の②）や浸
透（図 8-1-3の③）などの水の挙動により大きく変動する（Fredlund and Rahardjo, 1993）．静水圧
分布（図 8-1-3の①）は蒸発の場合の分布と，浸透の場合の分布との中間の状態を表すことから，
第一次近似として妥当な分布とみなせる． 
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図 8-1-1 中央防災会議（2004）の表層地盤モデルとして与えられた情報の例．A，B，C は左上
図に示す 3つの隣り合うメッシュにおける中央防災会議（2004）が用いた代表ボーリン
グとみなされるボーリングの位置を示す． 
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図 8-1-2 中央防災会議（2004）による代表ボーリングとみなされるボーリングデータとその周辺
のボーリングデータ．A，B，Cは図 8-1-1と同様． 
 
 
 
 
図 8-1-3 間隙水圧分布の模式図（Fredlund and Rahardjo，1993）．①が静水圧分布，②が地表面で
蒸発が生じている場合の間隙水圧分布，③が地表面で表流水の浸透が生じている場合の
間隙水圧分布をそれぞれ示している． 
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8.2 地下水位変化に伴う最大加速度の変化 
地下水位が深度 0 mの場合に対する各地下水位での最大加速度の変化率の分布を，想定連動型
南海地震について図 8-2-1から図 8-2-4に，想定上町断層地震について図 8-2-5から図 8-2-8に示
す． 
想定連動型南海地震の場合，いずれの地下水位においても，一部のメッシュで最大加速度の増
加がみられるものの，全体的には減少しており，地下水位が深くなるにつれ，最大加速度の減少
率がより大きくなる．図 8-2-1から図 8-2-4に基づいて，地下水位が深度 0 mの場合に対する最大
加速度，東西成分の最大加速度，および南北成分の最大加速度がそれぞれ減少したメッシュの数
を表 8-2-1に示す．いずれも全体の約 8割のメッシュにおいて減少していることが分かる．  
 
表 8-2-1 地下水位が深度 0 mの状態に対して，想定連動型南海地震による最大加速度が減少した
メッシュ数（総メッシュ数は 427個）．表中の（ ）内の数字は総メッシュ数に対する
割合を示す． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分 341（79.8％） 338（79.2％） 336（78.7％） 341（79.9％） 
南北成分 343（80.3％） 339（79.4％） 345（80.8％） 346（81.0％） 
水平二成分合成 355（83.1％） 357（83.6％） 354（82.9％） 357（83.6％） 
 
想定上町断層地震の場合，想定連動型南海地震と同様，いずれの地下水位においても，一部の
メッシュで最大加速度の増加がみられるものの，全体的には減少しており，地下水位が深くなる
につれ，最大加速度の減少率が大きくなる．また，想定連動型南海地震で最大加速度が増加した
南西部のメッシュのいくつかは，想定上町断層地震では最大加速度が減少している（図 8-2-4，図
8-2-8）．図 8-2-5から図 8-2-8に基づいて，地下水位が深度 0 mの場合に対する最大加速度，東西
成分の最大加速度，および南北成分の最大加速度がそれぞれ減少したメッシュの数を，表 8-2-2
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に示す．いずれの成分でも全体の約 8割のメッシュにおいて減少することが分かる． 
 
表 8-2-2 地下水位が深度 0 mの場合に対して，想定上町断層地震による最大加速度が減少したメ
ッシュ数（総メッシュ数は 394 個）．表中（ ）内の数字は総メッシュ数に対する割合
を示す． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分 331（84.0％） 331（84.0％） 328（83.2％） 328（83.2％） 
南北成分 324（82.2％） 325（82.5％） 321（81.5％） 329（83.5％） 
水平二成分合成 318（80.7％） 322（81.7％） 317（80.5％） 323（82.0％） 
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図 8-2-1 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布
（地下水位が深度 1 m の場合．最大加速度は加速
度波形の水平二成分を合成したものの最大値）． 
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図 8-2-2 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布
（地下水位が深度 2 m の場合．最大加速度は加速
度波形の水平二成分を合成したものの最大値）． 
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図 8-2-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布
（地下水位が深度 3 m の場合．最大加速度は加速
度波形の水平二成分を合成したものの最大値）． 
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図 8-2-4 地下水位が深度 0 m の場合に対する，想定連動型
南海地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分
布（地下水位が深度 5 m の場合．最大加速度は加
速度波形の水平二成分を合成したものの最大値） 
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図 8-2-5 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布（地
下水位が深度 1 m の場合．最大加速度は加速度波
形の水平二成分を合成したものの最大値）． 
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図 8-2-6 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布（地
下水位が深度 2 m の場合．最大加速度は加速度波
形の水平二成分を合成したものの最大値）． 
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図 8-2-7 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布（地
下水位が深度 3 m の場合．最大加速度は加速度波
形の水平二成分を合成したものの最大値）． 
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図 8-2-8 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による最大加速度の変化率（Ratio）の分布（地
下水位が深度 5 m の場合．最大加速度は加速度波
形の水平二成分を合成したものの最大値）． 
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最大加速度，東西成分の最大加速度，および南北成分の最大加速度について，地下水位が異な
る場合の変化率の平均値およびその標準誤差を，想定連動型南海地震，想定上町断層地震につい
てそれぞれ表 8-2-3，表 8-2-4に示す． 
 
表 8-2-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による最大加速度の変化率の
平均値とその標準誤差． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分変化率（％） -1.86±0.14 -3.00±0.25 -3.82±0.32 -4.99±0.44 
南北成分変化率（％） -1.82±0.15 -3.05±0.27 -4.00±0.37 -5.43±0.51 
二成分合成変化率（％） -1.95±0.15 -3.18±0.25 -4.15±0.34 -5.38±0.46 
 
表 8-2-4 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の変化率の平
均値とその標準誤差 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分変化率（％） -1.61±0.13 -2.66±0.21 -3.44±0.27 -4.80±0.35 
南北成分変化率（％） -1.47±0.13 -2.51±0.22 -3.38±0.29 -4.72±0.39 
二成分合成変化率（％） -1.31±0.13 -2.23±0.21 -2.87±0.27 -4.01±0.37 
 
これらの表に示された地下水位と最大加速度の減少率との関係をプロットしたものをそれぞれ
図 8-2-9，図 8-2-10に示す．これらの図より，想定連動型南海地震と想定上町断層地震について，
地下水位と最大加速度の減少率との関係はそれぞれ，  
64.0*00.2 XY =                               （26a） 
69.0*34.1 XY =                               （26b） 
と求められた．ここで，Yは最大加速度の減少率，Xは地下水位を表す． 
式（26a），式（26b）の地下水位 X にかかる指数は，いずれも 0.6～0.7 でほぼ一様である．す
なわち，地下水位の減少により地震動の増幅特性がほぼ比例して減少することを意味している． 
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ここで，KG-NET・関西圏地盤 DB 運営機構（2005）によるボーリングデータベースには，地
下水位の記載があるボーリングも存在しているが，その水位が本論で問題としている表層地下水
（不圧地下水）のものであるかどうかは不明である．また，ボーリングデータに記載のある多く
の地下水位は，ボーリング掘削の最終工程における安定孔内水位と考えられるために，ボーリン
グデータベースに記されている地下水位データを本論での計算に用いることは適当ではない．表
層地下水の水位が明らかになったとき，式（26a）ならびに式（26b）を用いることによって，平
均的な最大加速度の減少率の見積もりが可能になる． 
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図 8-2-9 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による最大加速度の減少率の
平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線． 
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図 8-2-10 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地震による最大加速度の減少率の
平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線．  
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8.3 地下水位変化に伴うスペクトル強度の変化 
地下水位が深度 0 mの場合に対するスペクトル強度の変化率の分布を，想定連動型南海地震に
ついて図 8-3-1から図 8-3-4に，想定上町断層地震について図 8-3-5から図 8-3-8に示す． 
想定連動型南海地震の場合，いずれの地下水位においても，東西成分，南北成分ともに一部の
メッシュで増加がみられるものの，全体的には減少しており，地下水位が深くなるにつれ，両成
分ともにスペクトル強度の減少率が大きくなる．表 8-3-1に，地下水位が深度 0 mの場合に対す
るスペクトル強度が減少したメッシュの数を示す．両成分ともに，約 9割のメッシュにおいてス
ペクトル強度は減少している． 
 
表 8-3-1 地下水位が深度 0 mの場合に対して，想定連動型南海地震によるスペクトル強度が減少
したメッシュの数（総メッシュ数は 427個）．表中の（ ）内の数字は総メッシュ数に
対する割合を示す． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分 412（96.5％） 405（94.8％） 402（94.1％） 395（92.5％） 
南北成分 404（94.6％） 402（94.1％） 397（93.0％） 389（91.1％） 
 
想定上町断層地震の場合も想定連動型南海地震と同様に，いずれの地下水位においても，東西
成分，南北成分ともに一部のメッシュで増加がみられるものの，全体的には減少しており，地下
水位が深くなるにつれ，両成分ともにスペクトル強度の減少率が大きくなる．表 8-3-2 に，地下
水位が深度 0 m の場合に対するスペクトル強度が減少したメッシュの数を示す．両成分ともに，
約 96％以上のメッシュにおいてスペクトル強度は減少している． 
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表 8-3-2 地下水位が深度 0 mの場合に対して，想定上町断層地震によるスペクトル強度が減少し
たメッシュの数（総メッシュ数は 394個）．表中の（ ）内の数字は総メッシュ数に対
する割合を示す． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分 380（96.4％） 382（97.0％） 383（97.2％） 382（97.0％） 
南北成分 380（96.4％） 383（97.2％） 384（97.5％） 382（97.0％） 
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図 8-3-1 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海
地震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布
（地下水位が深度 1 m の場合．上段：東西成分，下
段：南北成分）． 
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図 8-3-2 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海
地震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布
（地下水位が深度 2 m の場合．上段：東西成分，下
段：南北成分） 
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図 8-3-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海
地震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布
（地下水位が深度 3 m の場合．上段：東西成分，下
段：南北成分） 
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図 8-3-4 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海
地震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布
（地下水位が深度 5 m の場合．上段：東西成分，下
段：南北成分） 
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図 8-3-5 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地
震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地
下水位が深度 1 m の場合．上段：東西成分，下段：
南北成分）． 
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図 8-3-6 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地
震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地
下水位が深度 2 m の場合．上段：東西成分，下段：
南北成分）． 
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図 8-3-7 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地
震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地
下水位が深度 3 m の場合．上段：東西成分，下段：
南北成分）． 
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図 8-3-8 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地
震によるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地
下水位が深度 5 m の場合．上段：東西成分，下段：
南北成分）． 
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地下水位が異なる場合の東西成分，南北成分それぞれにおけるスペクトル強度の変化率の平均
値と標準誤差を，想定連動型南海地震，想定上町断層地震についてそれぞれ表 8-3-3，表 8-3-4に
示す． 
 
表 8-3-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の変化
率の平均値と標準誤差． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分変化率（％） -1.87±0.06 -3.05±0.11 -3.91±0.14 -5.12±0.19 
南北成分変化率（％） -1.92±0.07 -3.08±0.12 -3.92±0.17 -5.10±0.24 
 
表 8-3-4 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の変化率
の平均値と標準誤差． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
東西成分変化率（％） -2.07±0.06 -3.49±0.10 -4.61±0.13 -6.27±0.17 
南北成分変化率（％） -2.21±0.07 -3.70±0.12 -4.87±0.15 -6.66±0.20 
 
これらの表に示した地下水位とスペクトル強度の減少率との関係を両対数グラフへプロットし
た結果を東西成分，南北成分に分けて 2つの想定地震について図 8-3-9，図 8-3-10，図 8-3-11，図
8-3-12 に示す．想定連動型南海地震の場合，地下水位とスペクトル強度の減少率との回帰式は，
東西成分，南北成分についてそれぞれ式（27a），式（27b）のように求められ（図 8-3-9，8-3-10），
想定上町断層地震の場合も同様に，それぞれ式（28a），式（28b）が求められた（図 8-3-11，8-3-12）． 
63.0*92.1 XY =                               （27a） 
61.0*96.1 XY =                               （27b） 
69.0*11.2 XY =                               （28a） 
68.0*25.2 XY =                               （28b） 
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ここで，Yはスペクトル強度の減少率，Xは地下水位を表す． 
式（27a）から式（28b）の地下水位 X にかかる指数は，いずれも 0.6～0.7 でほぼ一様である．
すなわち，地下水位の低下により地震動の増幅特性がほぼ比例して減少することを意味している． 
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図 8-3-9 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の低下
率の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線（東西成分）． 
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図 8-3-10 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海地震によるスペクトル強度の低
下率の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線（南北成分）． 
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図 8-3-11 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の低下
率の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線（東西成分）． 
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図 8-3-12 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地震によるスペクトル強度の低下
率の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰直線（南北成分）． 
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8.4 地下水位変化に伴う震度＊の変化 
地下水位が深度 0 mの場合の震度＊に対するそれぞれの地下水位（深度 1 m，2 m，3 m，5 m）
における震度＊のメッシュ数の変化を，想定連動型南海地震および想定上町断層地震について，
それぞれ表 8-4-1，表 8-4-2に示す． 
地下水位が異なることによる震度＊の変化量は，いずれの地下水位の変化に対しても想定連動
型南海地震の場合には±0.3（表 8-4-1），想定上町断層地震の場合には+0.1～-0.3（表 8-4-2）の程
度である．両地震ともに地下水位が深くなるにつれて震度＊は減少するが，その減少量は最大で
も-0.3であり，5 mまでの地下水位の低下が震度＊に与える影響はそれほど大きくない． 
 
表 8-4-1 地下水位が深度 0 m の場合に対する，想定連動型南海地震による震度＊の変化．（総メ
ッシュ数は 427個）． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
-0.3 0 0 0 2 
-0.2 0 1 6 23 
-0.1 15 84 137 200 
0 410 332 270 184 
0.1 2 10 12 12 
0.2 0 0 2 4 
0.3 0 0 0 2 
 
表 8-4-2 地下水位が深度 0 m の場合に対する，想定上町断層地震による震度＊の変化．（総メッ
シュ数は 394個）． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
-0.3 0 0 0 2 
-0.2 0 1 2 10 
-0.1 10 33 84 139 
0 384 359 301 232 
0.1 0 1 7 11 
0.2 0 0 0 0 
0.3 0 0 0 0 
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8.5 地下水位変化に伴う液状化危険度の変化 
地下水位が深度 0 m の場合に対する PL値の減少量の分布を，想定連動型南海地震について図
8-5-1から図 8-5-4に，想定上町断層地震について図 8-5-5から図 8-5-8に示す． 
想定連動型南海地震の場合，いずれの地下水位においても，若干のメッシュを除き全体的に PL
値が減少しており，地下水位が深くなるにつれ，PL値の減少量は大きくなる．表 8-5-1 は，地下
水位が深度 0 mの場合に対する PL値が減少したメッシュの数を示す．深度 5 m以浅の層相の影響
を大きく受け，メッシュによっては PL値が大きく減少し，例えば，地下水位が深度 0 mから深度
5 mへと変化した場合，PL値が 40以上減少するメッシュも存在する．これは，例えば，深度 5 m
以浅の層相がすべて砂であるメッシュで生じている． 
想定上町断層地震の場合，いずれの地下水位においても，全てのメッシュで PL値が減少してお
り，地下水位が深くなるにつれ，減少量は大きくなる．表 8-5-2は，地下水位が深度 0 mの場合
に対する PL値が減少したメッシュの数を示す．深度 5 m以浅の層相の影響を大きく受け， PL値
が大きく減少するメッシュも存在する． 
 
表 8-5-1 地下水位が深度 0 mの場合に対して，想定連動型南海地震による PL値が減少したメッ
シュの数（総メッシュ数は 427個）．表中の（ ）内の数字は総メッシュ数に対する割
合を示す． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
メッシュ数 425（99.5％） 425（99.5％） 427（100％） 427（100％） 
 
表 8-5-2 地下水位が深度 0 mの場合に対して，想定上町断層地震による PL値が減少したメッシ
ュの数（総メッシュ数は 394個）．表中の（ ）内の数字は総メッシュ数に対する割合
を示す． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
メッシュ数 394（100％） 394（100％） 394（100％） 394（100％） 
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図 8-5-1 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が深
度 1 mの場合）． 
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図 8-5-2 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が深
度 2 mの場合）． 
 
135 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-5-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南
海地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が深
度 3 mの場合）． 
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図 8-5-4 地下水位が深度 0 m の場合に対する，想定連動型
南海地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が
深度 5 mの場合） 
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図 8-5-5 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が深度
1 mの場合）． 
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図 8-5-6 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が深度
2 mの場合）． 
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図 8-5-7 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が深度
3 mの場合）． 
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図 8-5-8 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層
地震による PL値の変化量（ΔPL）（地下水位が深度
5 mの場合）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
141 
両想定地震について，地下水位による PL値の減少量の平均値およびその標準誤差をそれぞれ表
8-5-3，表 8-5-4に示す． 
 
表 8-5-3 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海地震による PL値の減少量の平均
値と標準誤差． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
PL値の減少量 5.96±0.22 9.30±0.34 11.56±0.43 14.16±0.55 
 
表 8-5-4 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定上町断層地震による PL値の減少量の平均値
と標準誤差． 
 
地下水位 深度 1 m 深度 2 m 深度 3 m 深度 5 m 
PL値の減少量 4.75±0.17 7.34±0.27 9.10±0.34 11.31±0.43 
 
また，地下水位と PL値の減少量との関係をプロットした結果を図 8-5-9に示す．これらの図か
ら，地下水位と PL値の減少量との関係はそれぞれ， 
54.0*40.6 XY =                               （29a） 
54.0*88.4 XY =                               （29b） 
と求められた．ここで，Xは地下水位，Yは地下水位が深度 0 mの場合に対する PL値の減少量を
表す． 
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図 8-5-9 地下水位が深度 0 mの場合に対する，想定連動型南海地震ならびに想定上町断層地震に
よる地盤液状化指数 PL値の減少量の平均値と標準誤差，ならびにそれらに対する回帰
直線． 
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また，最大加速度の変化が PL値にどの程度寄与するかを把握するために，各地下水位における
PL値の算定［式（23a）］において，αmaxに地下水位深度 0 mの場合の最大加速度を用いて算出し
た PL値と，各地下水位の場合の最大加速度を用いて算出した PL値との差を求めた．その頻度分
布を想定連動型南海地震，想定上町断層についてそれぞれ図 8-5-10，図 8-5-11に示す．これらの
図から最大加速度が与える PL値の変化は＋10～－15 の範囲にあり，最大加速度の変化を液状化
危険度の判定に加える必要があることを示している． 
 一方，PL値の算定に必要な繰り返しせん断応力比 Lは， 
d
z
z
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z
d r
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''
max
σ
σα
σ
τ
==                           （23a） 
により求められる（6章）．式（23a）では，加速度の深さ方向の低減を近似的な係数である rd（岩
崎・他，1980）を用いて表現している．液状化発生の有無について厳密に検討するためには，式
（23a）の定義から各深さで計算された加速度を用いて Lを求める方が妥当と思われ，今後の課題
である． 
また，本研究では PL値を求める際に地下水面より上の地層は不飽和層とみなし，不飽和層を非
液状化層として扱った（6章）． 
[ ]
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20
0                            （21） 
ここで，z は地表面からの深さ（m）である．また，F＝1－FLであり，FLは液状化発生に対する
安全率である．FL≧1の場合，F＝0である．式（21）では浅層部に重み付けされているが，これ
は浅層部の液状化が大きな被害を及ぼすだけでなく，強震動によって地盤に生じた過剰間隙水圧
の下部層からの浸透を考慮して設定されている（岩崎・他，1980）．より厳密な液状化危険度の判
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定のためには，不飽和層直下の地層構成を考慮して過剰間隙水圧の上部への浸透の有無も含めて
検討する必要があり，今後の課題である． 
また，判定に用いるボーリングの選定について，中央防災会議（2004）のモデルでは，8.1項で
述べたようにメッシュでの代表ボーリングがメッシュ内の地質を必ずしも代表していないことが
ある．よって，より細かいメッシュ，あるいはボーリング地点ごとの解析から適当なフィルタを
通して，平均的な液状化危険度の判定を行うことも今後の課題である． 
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図 8-5-10 想定連動型南海地震に対する地下水位が深度 0 mの場合の最大加速度を用いて算出し
た PL値と各地下水位の場合の最大加速度を用いて算出した PL値との差の頻度分布． 
 
146 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-5-11 想定上町断層地震に対する地下水位が深度 0 mの場合の最大加速度を用いて算出した
PL値と各地下水位の場合の最大加速度を用いて算出した PL値との差の頻度分布． 
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8.6 地震動が増幅する地点について 
8.2項から 8.4項に記した通り，全般的には地下水位を下げた場合，地震動は概ね減衰する．し
かしながら，一部の地点においては逆に地震動が増幅している． 
地震動が増幅したメッシュの 1 点における加速度スペクトルの例を図 8-6-1 に示す．地下水位
の低下に起因する剛性率の増加により，地盤の固有周波数が高周波数側に移る．その結果，地震
波の卓越周波数と地盤のスペクトル増幅特性とが調和して地震動が増幅する場合が生じる（図
8-6-1）． 
一方，研究対象域は西部に人工埋立地，東部に生駒山地，中央に更新統が露出する上町台地，
それら以外の大部分は完新統が分布する地域であるが，このような地質分布と地下水位の低下に
より地震動が増幅した地点の分布とは必ずしも調和的とはなっていない（図 3-1；図 8-2-1 から
8-2-8）．これらの特性を今後究明する必要がある． 
 
  
 
図 8-6-1 地震動が増幅した地点における地下水位が深度 0 mと深度 5 mの場合での加速度スペク
トル分布（左）と地盤増幅率（右）の比較． 
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9 地震動被害軽減を目的とした地下水位コントロールに向けて 
浅層の地下水位が深くなるにつれて，最大加速度や加速度スペクトル強度が地下水位の深さと
ほぼ比例して減少する傾向にあり，PL値も大きく減少することが明らかとなった．すなわち，地
震動増幅特性ならびに液状化危険度には有意な地下水位依存性があることが判明した．そのため，
現状の不圧地下水位面を知ることは，地下水位をどのレベルで保つことが適当であるかを知るた
めに重要である． 
一方，不圧地下水面がどのように分布しているかは一般に不明である．そこで，ここでは現状
の地下水位が深度 2 mであると仮定して，最大加速度および加速度スペクトル強度の変化率と地
下水位との関係を想定連動型南海地震および想定上町断層地震に対して求めた（図 9-1から 9-3）．
その結果，地下水位を下げると全体的に最大加速度および加速度スペクトル強度は減少し，8.2
項で示した地下水位と最大加速度の変化との関係，8.3項で示した地下水位と加速度スペクトル強
度の変化との関係にほぼ従うことが示された． 
地下水位が深度 2 mの場合を基準に最大加速度の変化率の分布を，地下水位が深度 0 m，5 m
の場合について求めた．想定連動型南海地震の場合を図 9-4に，想定上町断層地震の場合を図 9-5
に示す．また，同様に地下水位が深度 2 mの場合を基準にして，東西成分，南北成分の加速度ス
ペクトル強度の変化率の分布も，地下水位が深度 0 m，5 mの場合について求めた．想定連動型
南海地震の場合についてそれぞれ図 9-6，図 9-7に，想定上町断層地震についてそれぞれ図 9-8，
図 9-9に示す．いずれの場合も，地下水位が基準とした深度 2 mより浅くなれば最大加速度，加
速度スペクトル強度のいずれもが全体的に増加し，深くなれば全体的に減少する傾向となること
が判明した．  
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図 9-1 地下水位の基準を地下 2 mとした場合の，各地下水位での最大加速度の変化率．上図が
想定連動型南海地震，下図が想定上町断層地震の場合． 
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図 9-2 地下水位の基準を地下 2 mとした場合の，想定連動型南海地震による各地下水位でのス
ペクトル強度の変化率．上図が東西成分，下図が南北成分． 
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図 9-3 地下水位の基準を地下 2 mとした場合の，想定上町断層地震による各地下水位でのスペ
クトル強度の変化率．上図が東西成分，下図が南北成分． 
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図 9-4 地下水位が深度 2 mの場合に対する，想定連動型南海地震によ
る最大加速度の変化率（Ratio）の分布（値は加速度の水平二成
分合成成分の最大値の変化率）．左図は地下水位が深度 0 mの場
合，右図は地下水位が深度 5 mの場合． 
 
 
 
 
 
 
  
 
図 9-5 地下水位が深度 2 mの場合に対する，想定上町断層地震による
最大加速度の変化率（Ratio）の分布（値は加速度の水平二成分
合成成分の最大値の変化率）左図は地下水位が深度 0 mの場合，
右図は地下水位が深度 5 mの場合． 
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図 9-6 地下水位が深度 2 mの場合に対する，想定連動型南海地震によ
るスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地下水位が深度 0 m
の場合）左図が東西成分，右図が南北成分を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-7 地下水位が深度 2 mの場合に対する，想定連動型南海地震に
よるスペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地下水位が深
度 5 mの場合）左図が東西成分，右図が南北成分を示す． 
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図 9-8 地下水位が深度 2 mの場合に対する，想定上町断層地震による
スペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地下水位が深度 0 m
の場合）左図が東西成分，右図が南北成分を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-9 地下水位が深度 2 mの場合に対する，想定上町断層地震による
スペクトル強度の変化率（Ratio）の分布（地下水位が深度 5 m
の場合）左図が東西成分，右図が南北成分を示す． 
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以上から，地下水位が地震動，液状化危険度に及ぼす影響を容易に類推できるが，厳密には現
況の地下水位を多地点で捉える必要がある． 
ところで，地下水は水平方向に流動するため，例えばメッシュごとに地下水位の低下量を独立
に変えることは容易ではない．そこで，地震動増幅特性をみるために用いたパラメターの一つで
ある最大加速度に対して，評価に幅を与えることで，全体として一律に地下水位を低下させた場
合に最大加速度がどのように変化するかを考察する．そこで，想定連動型南海地震ならびに想定
上町断層地震いずれの地震に対しても，現況の地下水位面が深度 2 mにあると仮定して，地下水
位を深度 0 m，1 m，3 m，5 mとした場合のメッシュごとに最大加速度の増加，減少率について
0%を基準にして塗り分けた図を，図 9-10から図 9-13にそれぞれ示す．図 9-10および図 9-11よ
り，地下水位が現況より浅くなった場合には，想定連動型南海地震ならびに想定上町断層地震い
ずれの場合でも最大加速度がほぼ全域で増加する．図 9-12 および図 9-13 より地下水位を現況よ
り低下させた場合には，研究対象域の北半分において地下水位を現況深度に維持しておくほうが
よいメッシュが分布することが示される．また，図 9-10 から図 9-13 中の青色のメッシュ数を，
地下水位ごとに表 9-1に示す．この表からも地下水位を浅くすることの危険性が示唆される．  
 
表 9-1 地下水位が深度 2 mの場合を基準として想定連動型南海地震，想定上町断層地震いずれ
の場合でも増幅しなかったメッシュ数．総メッシュ数は 394個． 
 
地下水位 深度 0 m 深度 1 m 深度 3 m 深度 5 m 
メッシュ数 17 22 243 250 
 
図 9-10から図 9-13では，最大加速度の増幅率について 0%を基準として増加するメッシュと減
少するメッシュとに色分けを行ったが，実際には，地下水に水平方向の流動があり，図 9-12や図
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9-13のように地下水位をコントロールすることは難しいと考えられる．ここで，例えば単純に最
大加速度の大小の関係から，遠地地震である想定連動型南海地震時の増幅を 10％程度まで，研究
対象域直下で発生する想定上町断層地震時の増幅は 5％程度まで許容するといった基準を設ける
と，例えば図 9-13は図 9-14のように変化し，図 9-13中の灰色のメッシュは図 9-14での 144個か
ら 28個となる．液状化現象については，地下水位が低いほど危険度が低くなることは 7.4項なら
びに 8.5 項で示したとおりであるので，地下水位コントロールによる地震動被害全体の軽減は十
分に可能であると考えられる．しかしながら，例えば，高層建築物が多い地域では，長周期の地
震動が卓越する想定連動型南海地震についての増幅率の許容度を小さくするなど，許容度の細か
な設定も必要となる． 
以上より，地震動の被害を低減させる地下水位コントロールのためには，地下水位変化による
それぞれの地点での最大加速度や PL値の変化，高層建築物，低層建築物の分布やそれらの建築密
度に基づく周波数特性などに留意した上で適切な地下水位をメッシュごとに判断する必要がある．  
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図 9-10 地下水位が深度 2 mから深度 0 mまで上昇した場合における，想定連動型南海地震およ
び想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布（青色）．灰
色の第 3次メッシュはいずれかの地震において増幅することを意味する． 
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図 9-11 地下水位が深度 2 mから深度 1 mまで上昇した場合における，想定連動型南海地震およ
び想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布（青色）．灰
色の第 3次メッシュはいずれかの地震において増幅することを意味する． 
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図 9-12 地下水位が深度 2 mから深度 3 mまで低下した場合における，想定連動型南海地震およ
び想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布（青色）．灰色
の第 3次メッシュはいずれかの地震において増幅することを意味する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
160 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-13 地下水位が深度 2 mから深度 5 mまで低下した場合における，想定連動型南海地震およ
び想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布（青色）．灰色
の第 3次メッシュはいずれかの地震において増幅することを意味する． 
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図 9-14 地下水位が深度 2 mから深度 5 mまで低下した場合における，想定連動型南海地震およ
び想定上町断層地震いずれの地震に対しても増幅が生じないメッシュ分布（青色）と深
度 2 mに維持すべきメッシュ（灰色）の分布．想定連動型南海地震および想定上町断層
地震の最大加速度の許容度を図 9-11から変更している． 
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10 結論 
日本の多くの都市域では，過去の地盤沈下対策として地下水の工業等への利用が事実上規制さ
れている．その結果，地下水位上昇が明確な事象として認識されている．この地下水位上昇によ
り，地震動の増幅，液状化危険度の増大が懸念されている． 
このような都市域の一つである大阪平野を対象として，浅層での地下水位低下による有効応力
の増加，ならびにそれに伴う剛性率上昇を反映させた表層地盤モデルを構築した．このモデルを
用いて，想定連動型南海地震ならびに想定上町断層地震の予測地震動を入力地震動とした地震動
応答解析を行うことで，地下水位の変化による地震動の変化を評価した．この結果に基づき，地
下水位低下に伴う地震動の変化も考慮した地盤液状化指数の算定も行った． 
想定連動型南海地震ならびに想定上町断層地震による地表での最大加速度は，地下水位が深く
なるにつれて全体的に減少することが明らかとなり，加速度スペクトル強度（0.1 Hz～10 Hz）に
ついても同様の傾向が得られた．一方，一部のメッシュにおいては，最大加速度や加速度スペク
トル強度が地下水位の低下に応じて増加する現象が見られた．これは，地盤の応答特性が地下水
位の低下による剛性率の増加により高周波数側に移り，入力地震動の卓越周波数と調和してしま
う場合に生じることを示している． 
地盤液状化指数 PL値については，地下水位が深くなるにつれ液状化被害がほとんど起こらない
と推定されるメッシュ数が多くなった．すなわち，地下水位を下げることで液状化危険度は研究
対象域全域で減少することを意味する． 
最大加速度，加速度スペクトル強度ならびに地盤液状化指数 PL値の減少量と地下水位との関係
は，不圧地下水面が地表にある場合を基準として，両対数グラフ上でほぼ線形の関係を有するこ
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とが判明した．基準となる不圧地下水位が異なっても，上記の関係に従うことも明らかとなった．
すなわち，不圧地下水面が計測されれば，実際に地下水位が変化した場合の地震動が求められる
ことを示唆している． 
一方，地下水位の低下により地震動が増幅したメッシュの分布と研究対象域での地質分布とは
必ずしも調和的ではない．また，表層地盤構造には水平方向の連続性が乏しい箇所が存在する．
メッシュ間の連続性を保持するためには，解析の諸段階での平均化処理が必要となることを示し
ている．  
以上から，地震動増幅特性や液状化危険度は地下水位依存性があることが明らかとなり，適切
に地下水位をコントロールするためには，入力地震動の周波数特性や浅層の地下構造を把握する
必要性のあることが示された． 
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